






10.付属病院

（1） 概要
① 医療センター大森病院
＜所在地＞
東京都大田区大森西6-11-1
TEL 03-3762-4151

＜基本理念＞
本院は、良き医療人を育成し、高度先進医療の研究・開発を
推進することにより、患者に優しく安全で質の高い地域医療
を提供します。 
＜基本方針＞
・医療を求めるすべての人 に々真心をもって臨みます。
・安全で質の高い医療を実践します。
・救急医療に対応します。
・地域の医療機関、保健機関と協力しあいます。
・高い技能を持つ心豊かな人材を育成します。 
・医療人としての倫理に基づいて先端医療を行います。

＜病床数＞
916床

③ 医療センター佐倉病院　
＜所在地＞
千葉県佐倉市下志津564-1
TEL 043-462-8811

＜基本理念＞
・質の高い医療を安全に提供する病院
・地域に貢献する病院
・人間愛を共有する病院
・楽しく明るくチャレンジする病院
・良き医療人を育成する病院

＜病床数＞
405床

Ⅰ 法人の概要

② 医療センター大橋病院　
＜所在地＞
東京都目黒区大橋2-22-36
TEL 03-3468-1251

＜基本理念＞
優しい心、親切な心のこもった医療の実践に基づいて、人々の
生命を尊重し、人間としての尊厳と権利を順守する。
＜基本方針＞
・安心かつ信頼される医療をめざします。
・地域医療機関と連携し、24時間体制で患者さんのニーズに対応します。
・わかりやすい診療科の編成でわかりやすい医療を提供します。
・地域特性を考慮した質の高い長寿（good longevity）社会の創造をめざします。
・都会の中のオアシスともいうべき「水と緑に囲まれた病院」を提供します。

＜病床数＞
320床
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④ 羽田空港クリニック
＜所在地＞
東京都大田区羽田空港3-4-2
第2旅客ターミナル 1階到着ロビー中央
TEL 03-6428-8121
＜基本理念＞
首都圏の顔である東京国際空港旅客ターミナルをご利用いた
だくお客様、またターミナルビルで働く方々に対して、優しく安
全で質の高い医療の実践をめざします。

＜基本方針＞
・急性患者に対応します。
・慢性患者の管理をします。
・東邦大学医療センター大森病院および地域医療機関と連

携し、当クリニックを利用される方々のニーズに対応した医療
サービスを提供します。

・災害医療活動に協力します。

＜患者数＞
令和5年度  8,672人（1日平均23.7人）
令和6年度　10,325人（1日平均28.3人）

⑤ 羽田空港第３ターミナルクリニック
＜所在地＞
東京都大田区羽田空港2-6-5
第3旅客ターミナル 1階エントランスプラザ
TEL 03-5708-8011
＜基本理念＞
東京国際空港第3旅客ターミナルをご利用される方々に質の高
い医療を実践し、又、当ターミナルで働いている方々に対しては
質の高い医療の実践に加えて健康管理にも取り組みます。

＜基本方針＞
・急性患者（感染性疾患含む）に対応します。
・慢性患者の管理をします。
・東邦大学医療センター大森病院および地域医療機関と連

携し、当クリニックを利用される方々のニーズに対応した医療
サービスを提供します。

・健康診断、健康管理に取り組みます。
・災害医療活動に協力します。

＜患者数＞
令和5年度　11,777人（1日平均32.2人）
令和6年度　12,762人（1日平均35.0人） 
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※（　　）は再掲
※小児科には、循環器小児科含む。泌尿器科には、泌尿器リプロ含む。産婦人科には、婦人科リプロ含む。    
※2024年度～　婦人科リプロ・麻酔科が入院主科として追加になった。    

（2）診療科別入院・外来患者数
① 医療センター大森病院

延患者数 １日平均 延患者数
令和5年度（366日）

１日平均
総診内科
消化器内科
消化器外科
呼吸器内科
呼吸器外科
循環器内科
循環器心外
糖代内センター
腎センター
脳神経内科
脳神経外科
膠原病科
精神神経科
小児科
小児外科
周産期センター
血液・腫瘍科
乳腺･内分泌外科
心療内科
形成外科
整形外科
産婦人科
皮膚科
泌尿器科
眼科
耳鼻咽喉科
口腔外科
救命救急センター
麻酔科
循環器小児科
泌尿器リプロ
婦人科リプロ
合　計

　科 別
区 分　    

入院患者数 （単位：人）

Ⅰ 法人の概要

10,239 
25,087 
20,141 
16,826 
2,673 

17,011 
6,879 
3,481 

12,427 
9,664 
6,872 
7,581 

11,509 
8,213 
1,507 
9,478 

12,393 
2,887 

426 
2,503 

19,183 
15,620 
3,785 

10,056 
6,384 
9,656 
1,610 
3,083 
－

（776）
（412）

（－）
257,174 

28.0 
68.5 
55.0 
46.0 
7.3 

46.5 
18.8 
9.5 

34.0 
26.4 
18.8 
20.7 
31.4 
22.4 
4.1 

25.9 
33.9 
7.9 
1.2 
6.8 

52.4 
42.7 
10.3 
27.5 
17.4 
26.4 
4.4 
8.4 

－
（2.1） 
（1.1） 
（－）

702.7

令和6年度（365日）

11,868 
25,860 
16,418 
17,327 
3,012 

17,697 
7,324 
3,652 

12,471 
9,822 
6,354 
9,277 

10,142 
9,046 
1,259 
9,611 

12,595 
2,389 

510 
2,309 

21,169 
17,052 
4,054 
9,489 
6,673 
9,265 
1,496 
2,361 

117 
（1,545） 

（437） 
（5）

260,619 

32.5 
70.8 
45.0 
47.5 
8.3 

48.5 
20.1 
10.0 
34.2 
26.9 
17.4 
25.4 
27.8 
24.8 
3.4 

26.3 
34.5 
6.5 
1.4 
6.3 

58.0 
46.7 
11.1 
26.0 
18.3 
25.4 
4.1 
6.5 
0.3 

（4.2）
（1.2）
（0.0）
714.0 
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総診内科
救命救急センター
消化器内科
消化器外科
呼吸器内科
呼吸器外科
循環器内科
循環器心外
糖代内センター
腎センター
脳神経内科
脳神経外科
膠原病科
精神神経科
小児科
小児外科
血液・腫瘍科
乳腺・内分泌外科
心療内科
形成外科
整形外科
産婦人科
皮膚科
泌尿器科
眼科
耳鼻咽喉科
放射線科
麻酔科
東洋医学科
口腔外科
感染症科
内視鏡室
緩和ケア科
臨床遺伝
新生児科
先端健康解析センター
リハビリテーション科
大田区小児救急
リウマチ膠原病整形
循環器小児科
婦人科リプロ
泌尿器リプロ
合　計

　科 別
区 分　

外来患者数
（単位：人）

※（　）は再掲
※小児科には、大田区小児救急と循環器小児含む。整形外科には、リウマチ膠原病整形含む。産婦人科には婦人科リプロ含む。泌尿器科には泌尿器リプロ

含む    

延患者数 １日平均 延患者数
令和5年度（280日）

１日平均
20,674 

135 
39,599 
20,427 
24,042 
6,007 

30,658 
4,942 

26,002 
21,163 
13,619 
9,462 

22,220 
34,453 
22,294 
2,234 

13,809 
14,454 
10,468 
4,414 

29,270 
39,812 
32,197 
30,931 
32,450 
29,086 
8,456 
4,555 
7,244 

14,569 
570 
48 

786 
431 

3,184 
20 

3,382 
（1,039）

（152）
（2,088）
（9,458）
（3,631）
578,067 

73.8 
0.5 

141.4 
73.0 
85.9 
21.5 

109.5 
17.7 
92.9 
75.6 
48.6 
33.8 
79.4 

123.0 
79.6 
8.0 

49.3 
51.6 
37.4 
15.8 

104.5 
142.2 
115.0 
110.5 
115.9 
103.9 
30.2 
16.3 
25.9 
52.0 
2.0 
0.2 
2.8 
1.5 

11.4 
0.1 

12.1 
（3.7） 
（0.5）  
（7.5）  

（33.8） 
（13.0）  
2,064.5 

医療センター大森病院

令和6年度（284日）

18,195 
161 

41,005 
19,812 
22,448 
6,471 

32,917 
4,937 

24,256 
22,283 
14,209 
9,295 

22,854 
31,304 
21,054 
2,102 

14,886 
13,295 
10,317 
4,146 

29,319 
39,347 
32,045 
28,628 
31,999 
30,746 
7,918 
5,438 
7,269 

14,611 
619 
52 

907 
499 

3,088 
5 

2,863 
（826）
（143）

（2,050）
（7,407）
（3,583）
571,300 

64.1 
0.6 

144.4 
69.8 
79.0 
22.8 

115.9 
17.4 
85.4 
78.5 
50.0 
32.7 
80.5 

110.2 
74.1 
7.4 

52.4 
46.8 
36.3 
14.6 

103.2 
138.5 
112.8 
100.8 
112.7 
108.3 
27.9 
19.1 
25.6 
51.4 
2.2 
0.2 
3.2 
1.8 

10.9 
0.0 

10.1 
（2.9）
（0.5）
（7.2）

（26.1）
（12.6）
2,011.6 

35



② 医療センター大橋病院

延患者数 １日平均
1 

11,581 
7,100 

18,353 
4,850 
1,117 
2,716 
6,741 
8,807 
3,285 

58 
11,093 

885 
10,907 
1,822 
1,041 
2,898 
4,900 
2,694 

（1,747）
100,849 

2 
12,901 
9,706 

17,442 
3,792 
1,038 
2,037 
5,412 
8,702 
3,086 

120 
13,953 

990 
10,670 
2,025 
1,017 
3,652 
4,926 
2,974 

（1,842） 
104,445 

0.0
31.6 
19.4 
50.1 
13.3 
3.1 
7.4 

18.4 
24.1 
9.0 
0.2 

30.3 
2.4 

29.8 
5.0 
2.8 
7.9 

13.4 
7.4 

（4.8） 
275.5 

0.0 
35.3 
26.6 
47.8 
10.4 
2.8 
5.6 

14.8 
23.8 
8.5 
0.3 

38.2 
2.7 

29.2 
5.5 
2.8 

10.0 
13.5 
8.1 

（5.0） 
286.2 

延患者数
令和5年度（366日）

１日平均
救急科
消化器内科
呼吸器内科
循環器内科
心臓血管外科
糖尿病・代謝内科
腎臓内科
脳神経内科
脳神経外科
膠原病リウマチ科
小児科
外科
形成外科
整形外科
産婦人科
皮膚科
泌尿器科
眼科
耳鼻咽喉科
ICU
合  計

　科 別
区 分　    

入院患者数
（単位：人）

※（　）は再掲

Ⅰ 法人の概要

令和6年度（365日）
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延患者数 １日平均
1,300 

19,848 
10,487 
28,390 
4,534 

12,906 
6,591 

11,537 
10,564 
11,389 

376 
5,131 

16,294 
308 

4,012 
25,814 
2,664 
5,878 

14,112 
16,364 
24,061 
12,670 
5,611 
4,457 

8 
734 
228 

256,268 

4.6 
70.9 
37.5 

101.4 
16.2 
46.1 
23.5 
41.2 
37.7 
40.7 
1.3 

18.3 
58.2 
1.1 

14.3 
92.2 
9.5 

21.0 
50.4 
58.4 
85.9 
45.3 
20.0 
15.9 
0.0
2.6 
0.8 

915.2 

延患者数
令和5年度（280日）

１日平均
救急科
消化器内科
呼吸器内科
循環器内科
心臓血管外科
糖尿病・代謝内科
腎臓内科
脳神経内科
脳神経外科
膠原病リウマチ科
精神神経科
小児科
外科
乳がんセンター
形成外科
整形外科
リハビリテーション科
産婦人科
皮膚科
泌尿器科
眼科
耳鼻咽喉科
放射線科
麻酔科
総合健康センター
漢方外来
緩和ケア外来
合  計

　科 別
区 分　

外来患者数 （単位：人）

医療センター大橋病院

令和6年度（284日）

1,240 
20,190 
11,070 
26,056 
4,529 

12,345 
6,415 

11,347 
9,791 

11,388 
708 

4,336 
16,764 

352 
4,228 

26,076 
2,860 
6,684 

13,783 
16,937 
24,070 
14,048 
5,091 
4,566 

7 
302 
138 

255,321 

4.4 
71.1 
39.0 
91.7 
15.9 
43.5 
22.6 
40.0 
34.5 
40.1 
2.5 

15.3 
59.0 
1.2 

14.9 
91.8 
10.1 
23.5 
48.5 
59.6 
84.8 
49.5 
17.9 
16.1 
0.0 
1.1 
0.5 

899.0 
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③ 医療センター佐倉病院

呼吸器内科
呼吸器外科
脳神経内科
腎臓内科
乳腺外科
消化器内科
消化器外科
循環器内科
心臓血管外科
糖尿病・内分泌・代謝内科
血液内科
脳神経外科
精神神経科
小児科
形成外科
整形外科
産婦人科
皮膚科
泌尿器科
眼科
耳鼻咽喉科
リプロダクションセンター
救急科
救急ｾﾝﾀｰ
ＮＩＣＵ
合  計

　科 別
区 分　

入院患者数 （単位：人）

※（ ）は再掲   
※リプロダクションセンターは婦人科のみ
※救急センターは救急病棟に入室された各診療科の延患者数を再掲した

延患者数 １日平均 延患者数
令和5年度（366日）

１日平均
12,596 

988 
900 

4,630 
958 

12,252 
10,831 
13,658 
2,286 
6,459 
－  
5,462 

124 
5,208 
2,216 

14,134 
8,817 
1,845 
7,961 
6,887 
4,003 

46 
1,098 

（1,734）
（1,692）
123,359 

34.4 
2.7 
2.5 

12.7 
2.6 

33.5 
29.6 
37.3 
6.2 

17.6 
－  
14.9 
0.3 

14.2 
6.1 

38.6 
24.1 
5.0 

21.8 
18.8 
10.9 
0.1 
3.0 

（4.7）
（4.6）
337.0 

Ⅰ 法人の概要

令和6年度（365日）

13,274 
792 

2,157 
3,864 

731 
13,673 
10,119 
13,858 
2,378 
3,261 
2,296 
4,949 

37 
5,794 
2,468 

15,774 
8,172 
2,080 
8,623 
6,782 
3,846 

59 
1,380 

（1,935）
（1,546）
126,367 

36.4 
2.2 
5.9 

10.6 
2.0 

37.5 
27.7 
38.0 
6.5 
8.9 
6.3 

13.6 
0.1 

15.9 
6.8 

43.2 
22.4 
5.7 

23.6 
18.6 
10.5 
0.2 
3.8 

（5.3）
（4.2）
346.2 
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延患者数 １日平均 延患者数
令和5年度（280日）

１日平均
総合内科
呼吸器内科
呼吸器外科
脳神経内科
腎臓内科
外科
乳腺外科
消化器内科
消化器外科
循環器内科
心臓血管外科
糖尿病・内分泌・代謝内科
血液内科
脳神経外科
精神神経科
小児科
形成外科
整形外科
産婦人科
皮膚科
泌尿器科
眼科
耳鼻咽喉科
放射線科
リプロダクションセンター
漢方科
臨床遺伝診療センター
救急科
合  計

　科 別
区 分　

外来患者数
（単位：人）

※リプロダクションセンターは婦人科のみ

医療センター佐倉病院

令和6年度（280日）

16 
19,978 
1,436 
2,694 
4,694 

2 
3,499 

30,751 
10,515 
21,911 
2,634 

19,628 
4,166 
5,591 

21,517 
7,946 
5,377 

15,168 
15,523 
21,118 
23,802 
35,969 
12,186 
4,640 
2,374 
－   

8 
4,826 

297,969 

0.1 
71.4 
5.1 
9.6 

16.8 
0.0 

12.5 
109.8 
37.6 
78.3 
9.4 

70.1 
14.9 
20.0 
76.8 
28.4 
19.2 
54.2 
55.4 
75.4 
85.0 

128.5 
43.5 
16.6 
8.5 

－  
0.0 

17.2 
1,064.2 

55 
17,044 
1,727 
2,222 
4,044 

1 
3,513 

29,531 
11,143 
20,471 
2,620 

23,393
－  
5,960 

22,804 
7,286 
5,255 

13,962 
16,735 
20,305 
23,262 
36,057 
12,628 
4,529 
2,295 
1,364 

10 
4,791 

293,007 

0.2 
60.9 
6.2 
7.9 

14.4 
0.0 

12.5 
105.5 
39.8 
73.1 
9.4 

83.5
－  
21.3 
81.4 
26.0 
18.8 
49.9 
59.8 
72.5 
83.1 

128.8 
45.1 
16.2 
8.2 
4.9 
0.0

 17.1 
1,046.5 
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（3）診療収入
（単位：百万円）

診療収入
入院収入
外来収入
診療収入
入院収入
外来収入
診療収入
入院収入
外来収入

大
森
病
院

大
橋
病
院

佐
倉
病
院

31,058 
20,531 
10,527
13,226
8,897
4,329

15,621
8,696
6,925
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診療収入の推移 （過去5年間）

Ⅰ 法人の概要

※百万円未満切捨て
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（4）過去5年間の推移
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習志野キャンパス創立100周年記念モニュメント
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1. 高等教育・研究

（2） 入学志願者および優秀な学生の確保

（1） 東邦大学の理念・目的の実現

【大学】
　各学部において例年開催しているオープンキャンパスならびに土曜キャンパス見学会、春のキャンパス見学会は、事
前予約制の来場型形式で複数回開催した。当日は、学部・学科紹介、入試の説明のほか、模擬授業、在学生による学生
相談、教員による個別相談等様々な企画を実施し、大学や大学生活をイメージしてもらう良い機会となった。
　大学広報課、各学部教職員で280ヵ所の学外進学相談会・学校説明会・模擬授業等に積極的に参加することで、
本学の魅力を多くの受験生に周知することができた。その他、志願者動向等の情報分析を委託し、首都圏のみならず
全国的な広報活動を行った。又、新規動画配信コンテンツならびに受験生サイトに特化したブランドパネルTOP広告、
LINEトーク広告を配信することにより受験生にも幅広く周知され、早期接触を含め、約76,000名の接触者情報を得る
ことができた。18歳人口は、平成17年の約137万人から令和7年は約109万人となり、令和22年には約82万人にま
で減少する。又、私立大学の入学定員充足率の状況をみると、100％未満の大学は、令和6年度の集計では354校と、
大学全体に占める未充足校の割合は59.2％（前年度比5.9％増）になっている。このような環境のなか、本学における令
和7年度入試の入学志願者総数は、競合他大学との入試日程の重なり等により5学部合計で9,277名（前年度比549
名減）と減少したが、募集人員比で約10倍と高い志願倍率を保っている。
　又、SNS等のソーシャルメディアを通して情報を発信するとともに、資料発送管理システムを活用することで、受験生の
関心を的確に把握し、スムーズに次のアクション（資料請求、イベント参加等）へと誘導できるような導線を構築すること
をめざしている。具体的には、SNS上での投稿に資料請求フォームへのリンクを設ける、資料請求画面に追加情報や問
い合わせ窓口を案内する等、受験生の行動を段階的に促す仕組みを整えることで、コンバージョン率の向上を図る。

【アドミッションセンター】
　高校教員を対象としたアンケート調査を8月に実施し、完成年度を迎えた新指導要領下での履修の実態について、
学内の関係部署にフィードバックした。予備校からの模擬試験データについては、逐次各学部に情報提供したが、一部
大学で年内の学力入試が始まったことや、共通テストの内容が本年度から変わることもあり、不確定要因が多く、データ
の読み取りについて今後、継続的な検討が必要だと考えられる。

　令和7年の創立100周年に向けた教学ビジョンおよびその実現に向けた7ヵ年のロードマップで構成される教学の
中長期計画「東邦大学グランドデザイン2025」について、前年度、学長・学部長による振り返りを実施し、1年前倒しで
終了したうえで、令和7年度より「東邦大学グランドデザイン2030」へと発展的に承継することとした。

　令和6年度は、教育・医療の現場において、日常の安定が進むとともに、各分野での取り組みの質を高めるための努力
が続けられた一年となった。教育分野では対面授業が安定的に実施され、行事や課外活動にも活気が戻る一方、医療
分野では、感染症への備えと対応を継続しながら、令和6年4月から施行された医師の働き方改革への対応が課題と
なった。本法人では、中期経営計画（令和4年度～6年度）の最終年度として、“アイデンティティの確立およびクオリティ
の向上”、“実効的なガバナンス体制の強化”、“強固で安定的な財政基盤の堅持”、“デジタル化の促進”、“災害対策の
充実”の5つの基本方針に基づき、将来を見据えた安定的かつ柔軟な事業運営を推進してきた。
　財政面では、物価高騰により経費全般に亘り増嵩したが、医療収入増に加え創立100周年の大口寄付等もあり、基
本金組入前当年度収支差額は6.7億円となり前年度実績を上回るとともに予算も達成した。この結果、29期連続黒字
を達成し、中期経営計画3年間の累計では目標13.7億円を大幅に上回る40.4憶円となった。
　令和7年に創立100周年を迎え、6月の記念式典・祝賀会の準備も着実に進んでいる。今後も社会環境の変化を的確
に捉えつつ、建学の精神に立脚した教育・研究・医療の実践に全力で取り組み、社会への一層の貢献を果たしていく所
存である。

Ⅱ 事業の概要
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（3） 国家試験合格率の高位安定化
【医学部（医師国家試験）】
　卒試管理部会の教員8名による個別学修指導面談をプレ卒試成績下位者に対して定期的に継続して行った。又、予
備校主催の模擬試験受験を6月、9月、12月に行った。その結果、第119回医師国家試験においては新卒と既卒合わ
せての合格率は94.2%で、前年度の92.8%から1.4%ポイントアップし、全国平均の92.3%を上回ることができた。又、
新卒の合格率は、98.2%で前年度の95.0%を上回り、私立大学では31大学中8位、全国では82大学中15位の好成
績を収めることができた。国試歩留り率は前年同様87.8%とデータが存在する昭和41年以降、過去最高となった。

【薬学部（薬剤師国家試験）】
　統合型演習科目運営委員会を毎月定期的に開催し、前年度の結果の分析と4年次生、6年次生を対象とした統合
型演習科目の運営計画立案を行うとともに、学生の授業等への対応状況の把握と必要な学修指導の見直しを行った。
又、本委員会、薬学総合教育部門、卒業研究配属教室／研究室／部門の責任者が連携して、各種試験結果を基に年
間を通して、それぞれの学生に適した学修指導・生活指導を行った。その他、統合型演習科目の説明会を計4回開催
し、各演習科目の重要性の説明や学修に向けた意識付けを行った。又、成績不振の学生には、個別の面談、指導を行っ
た。
　第110回薬剤師国家試験の新卒合格率は82.5%（全国平均85.0%）、新卒と既卒合わせての合格率は78.1%（全
国平均68.9%）であった。なお、修業年限（6年）で卒業して国家試験に合格した学生の割合（ストレート合格率）は
70.3％だった。又、令和6年度4年次生が受験した共用試験の合格率は、97.9%であった。

【理学部（臨床検査技師国家試験）】
　臨床検査技師課程3年次生は、医療人としての意識の向上をめざし、生命倫理シンポジウムに全員が参加し、チーム
医療演習には20名が参加した。新カリキュラムの臨検科目が3年次生科目で開始された。4年次生42名を対象に臨
地実習（本学医療センター３病院、他大学病院2施設、総合病院2施設）を実施し、秋学期からは臨床特別講義等の
国家試験対策講義と複数回の模擬試験を実施した。その結果、新卒者の合格率は100％（受験者38名、合格者38名）
であった（全国平均94.0%）。

【看護学部（看護師／保健師国家試験）】
　令和5年に作成した「看護師国家試験の100％合格継続に向けたロードマップ」に沿って、学部全体で目標達成に
必要な取り組みを実施した。模擬試験の結果については学部全体で共有し、成績不振者に対してアドバイザー教員が
適宜、学修指導を行った。3年次生は7月に看護師対策講座と2月に必修問題スピードテスト、2年次生は9月に国家
試験対策講座と2月に基礎力チェックテスト、1年次生は2月に低学年模擬試験を実施した。保健師課程（4年次生）
については、9月より保健師国家試験対策講座（全4回）、保健師模擬試験（全3回）を実施した。
　これらの取り組みにより、看護師・保健師・助産師の既卒者を含めた合格率100％を達成した。

【健康科学部（看護師／保健師国家試験）】
　全学年に対して「系統別看護師・保健師国家試験Webツール」の活用に向けたID登録等の整備を行った。
　低学年模擬試験（2年・3年各1回）および、1～3年次生を対象とした「国家試験勉強のコツ伝授の会」を実施した。
4年次生への国家試験対策として、対面かつ本番と同じ時程で模擬試験を実施（4回）、国家試験対策講座（4回）を
実施した。又、4年次生の模擬試験成績不振者に対しては、看護研究担当教員がサポートを行った。このほか、メディア
センターの協力を得て新学期には「国試対策本紹介コーナー」を設置し、各種講座や模擬試験情報を提供した。1月
からは成績不振者に対して、看護研究指導教員をサポートする形で、教務委員会国家試験担当の企画のもと、個別指
導を強化した。保健師国家試験の対策も上記に準じて行い、学内模擬試験（2回）、対策講座（3回）、公衆衛生看護学
担当教員による情報提供等を行った。加えて、国家試験受験手続きの支援、不合格者が生じた場合のアフターフォロー
について、学事課教務担当と連携し実施した。その結果、第114回看護師国家試験・第111回保健師国家試験の合
格率は97.0％、100％であった。

　統一入試については、2月23日にベルサール東京日本橋を会場として初めて実施した。当日は300名弱の受験生が
出席し、大きなトラブルなく終了した。問題作成にあたっては、前年度作成したマニュアルに従い、受験生のレベルも考慮
しながら慎重に作業を進めた。今回の志願者数等、試験結果を踏まえ、次年度に向けて実施方針にさらなる検討を加
える予定である。
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Ⅱ 事業の概要

（4） 教学マネジメントによる教育の質保証
　学則別表1「教育研究上の目的」について学長・学部長会議において点検・整備を実施し、令和7年度より全学的
な統一フォーマットとする改正を行った。又、大学協議会の下部組織である全学教務委員会およびIR（Institutional 
Research）連絡会等を中心に、教学に関する情報公表、アセスメントプランに則ったアセスメントの実施および結果の
評価、改善等について調整を図る等、全学的な教学マネジメントに係る検討と対応を実施した。次年度以降も引き続
き、全学的な教学マネジメントの取り組みを進める。

【医学部】
　1年次生を対象に4月4日～30日、4年次生を対象に4月3日、4日、6年次生を対象に5月31日～6月13日で外
部業者によるアセスメントテストを実施し、それぞれフィードバックを行い、学修成果の振り返りを行った。入学者選
抜検討委員会では、医学部教学IRセンターで分析した教学関係のデータに基づいて、各学年GPA（Grade Point 
Average）、総合試験、CBT（Computer Based Testing）等の相関について検討した。その結果、英語、数学、理科の
科目試験および基礎学力試験の相関については、分析データをさらに積み重ねて配点および入試のあり方について継
続して検討を進める。又、一般社団法人日本医学教育評価機構（JACME）による医学教育分野別評価で指摘された
PDCAを回す組織については、新体制を整備して恒常的かつ自律的なPDCAサイクルの運用を開始した。医学部長、
教育担当副医学部長、医学教育センター長が中心となって、「年次報告書」を取り纏めて8月29日に提出した。

【薬学部】
　改訂された薬学教育モデル・コア・カリキュラムに準じたカリキュラムを令和6年度1年次生より適用を開始するとと
もに、新カリキュラムに対応したアセスメントプランを作成、公開した。
　本年度の6年次生に対し、令和6年4月のアセスメントテスト受検時に実施した、ディプロマ・ポリシーに関するアンケー
ト調査において、各項目に関する到達度の平均値は 81.1% であった。卒業時（令和7年3月）に改めてディプロマ・ポ
リシー（アセスメントプラン）の到達度に関するアンケートを実施したところ、到達度は 97.2%であった。
　入学後の科目の認定状況および学籍異動状況をもとに、留級や退学につながる要因について検討を行い、学部長、
入試委員長、教務委員長、学生委員長で共有するとともに、学修や生活に問題を抱える学生に対し、自身の状況や取る
べき対応を知らせる時期や方法について、引き続き検討することを確認した。さらに、学生委員会はクラス担任に対して、
担任学生への学修・生活指導を行うよう呼びかけている。教員の面談は、留級確定時、学籍異動時、学生からの相談
時等に実施しており、修学支援に関する面談では、定期試験の成績やGPAスコアを活用している。
　50分授業の導入により自主学修の必要性がさらに増すなか、自主学修、予習・復習の重要性について学生に呼びか
けを行うとともに、自主学修室を設置して学生に利用を促している。
　教育プログラムの自己点検評価活動については、薬学教育評価機構（JABPE）による第2期分野別評価で指摘され
た「改善すべき点」と「助言」について改善策を立案し、その進捗状況や適切性を取りまとめて薬学部自己点検・評価
検証会議にて検証した。次年度は、これまでに行ってきた指摘事項への対応を取りまとめて「提言に対する改善報告
書」を作成し、JABPEに提出する予定である。

【理学部】
　令和5年度入学生より開始した新カリキュラムとそれ以前の入学生用カリキュラムの適切な運用に注力した。2年生
以上を対象に新設した統合科目がスタートして、新カリキュラムの総合教育科目が完成した。総合教育科目および各学
科の専門科目のいずれも円滑に運用できている。学生視点の教育評価、教育成果の可視化に関しては、前年度より導
入した卒研ルーブリックについて学生参加のFD（Faculty Development）を9月に実施し、その成果も取り入れて令
和6年度ルーブリックによる卒業研究の質保証を実施した（卒研でのルーブリック評価実施率88.9%）。新しい3つの
方針に基づく教育の実践に心掛け、さらに、ディプロマ・ポリシー（DP）についてガイダンス等を通じて学生に周知した
結果、4年生のDP到達度の自己評価は84.6％に達し、期待通りの学修成果を上げることができた。

【看護学部】
　GPAの評価が全学年で出揃い、4年次のDP到達度、1～3年次の学年別学修目標到達度に関する自己評価も例
年同様に実施した。この年次経過とGPAとDP到達度の関連を分析し、低学年から高学年にかけて看護師としての
自覚とコミットメントが高まること、学修態度のなかでも学修時間と成績が関連すること等が確認された。又、2年連続
GPA1.5未満の学生に対しては学部長面談、令和6年度GPAが1.5未満で学部長面談に該当しない学生には学生部・
教務両委員長面談を行い、学修方法の改善に向け個別指導を行った。
　前年度まで自己評価の低かった3年次の看護技術到達度について、ICT教育推進委員会が中心となり学生の技術
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自己練習環境の整備を行うとともに、領域別実習ごとに記入を促し意識付けを行った。本取り組みについては4年次の
統合実習後に評価していく。
　カリキュラム検討委員会にて、令和9年度のカリキュラム改訂をめざして改善点を検討した。
【健康科学部】
　4年次の「到達度試験」および「臨床実践技術の探究」を予定通り12月に実施し、全員合格と判定された。アセスメン
トテストは4月に1年次生、12月に4年次生へ対して実施した。結果として令和6年度卒業生（4期生）は、「思考力総合」
は入学時とほぼ同様のスコアであったが、「協働的思考力」がやや上昇し、ABランクが増加した。「姿勢・態度」は入学
時と同様のスコアであったが、レジリエンスは上昇し、ABランクが増加した。しかし、協働的思考力、レジリエンスにおい
て二極化の傾向もみられた。TOEICは7月に4年次生、1月に1年次生へ対して実施した。「学修目標到達度自己評価」
については、初頭ガイダンス時に前年度の到達度を、秋学期ガイダンスに春学期の到達度を収集した。4年次生は2月
に到達度を収集した。4年次生の結果は、すべてのDPの到達度（学修目標到達度）において、80～100％と回答したも
のが多かった。「科学的思考力」「倫理的判断力と行動力の獲得」以外のDPにおいては、80％以上の到達度と回答した
学生が50％を超え、全員が60％以上と回答した。令和6年度の学年到達度（1～3年）については、令和７年度の初頭
ガイダンスにおいて、前年度を振り返り、収集していく。
　令和7年度の収容定員変更に伴い、立案した改正カリキュラムを5月に申請し、認証を得た。
　分野別認証評価受審の時期を決定し、受審に向けたスケジュールを立案した。評価項目に沿って資料等の整備状
況を調査した。

【共通教育機構】
　令和6年度に整備した共通教育機構教員人事内規に基づき新任教員人事を進め、准教授１名の採用を決定した。
新任および学内からの移籍を進め、令和7年度から専任教員6名体制に拡充することとした。又、学部共通の汎用的
能力「東邦スタンダード」を養成するための総合教育を推進すべく、全学共通教育科目「リベラルアーツ・フォーラム」を
令和7年度の開講に向けた実施調整を行った。

　学部構成の特徴と教育理念に基づき、令和6年度も共通教育科目を実施した。「生命倫理シンポジウム」については
「生殖医療～生命倫理の観点から～」をテーマとし、600名規模（医学部107名、薬学部234名、理学部30名、看護
学部105名、健康科学部65名、ファシリテーター62名）のオンラインシンポジウムを開催した。前年度の実績に基づき、
学部混合のオンライングループディスカッションを行うとともに、ウェビナー形式でのリアルタイム講義を実施した。参加し
た学生・教職員からも活発な意見が寄せられ、高い評価を得た。「実用医療英語」は、本年度もオンラインで実施し、全
学部から38名の学生が参加した。「チーム医療演習」については、2日間にわたり、病院職員や特別講師も交えて、習志
野キャンパスで対面形式にて実施し、全学部から70名の学生が参加した。

【医学部】
　改訂版モデル・コア・カリキュラムに則った新カリキュラムを教務委員会、教育委員会が主導して令和6年4月から開
始した。本学の特色である「全人的医療人教育」は全学年に配当し、自ら問題を抽出し課題を解決する能力、社会およ
び医療における倫理的問題の抽出と適切な対応力、周囲との協調性とコミュニケーション能力等の向上をめざし、「レ
ディネス」、「倫理」、「コミュニケーション」、「プロフェッショナリズム」のテーマで実施している。卒業研究は、必修科目で
ある「医学論文」において研究成果の論文提出があった14名が7月11日に発表会を行った。又、低学年時から大学院
開設科目を先取り修得できる科目等履修制度をガイダンス等で紹介した結果、2名が履修した。
　講義は対面で行っているが、講義を録画し講義視聴システムを活用することで、学生は自学自修にも活用している。7月
2日に3年生全員に対して、CBTの成績向上を意図する激励会を教育委員長、CBT運営小委員会委員長によって行った。

【薬学部】
　国際性と多様性の理解の醸成に資する科目としては、米国Baylor Scott & White記念病院元薬剤部長のEmory
博士を講師とした「実用薬学英語」（4年次春学期）をオンラインにより開講し、36名の学生が受講した。又、「海外実務
実習」（5年次）は、トーマス・ジェファーソン大学（米国）とアルバータ大学（カナダ）で実施され、7名の学生が受講した。
　習志野キャンパスにおける共通教育科目として、「人間と生命」、「現代日本史」、「国際関係論」の3科目を開講し、それ
ぞれ34名、51名、36名の学生が受講した。薬剤師に必要とされる基本的資質の醸成を目的とした科目として「薬学入
門」（1年次）、「コミュニケーション」（1年次）、「プレゼンテーション」（2年次）を必修科目として開講した。医療人として

（5） 特色ある教育への取り組み
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Ⅱ 事業の概要

（6） 大学院の充実
　令和6年度は大学院連絡部会を4回開催し、収容定員の充足、博士後期課程におけるプレFDの実施等の継続事案
を含む大学院に係る課題について、全学的に調整・検討を行った。

【医学研究科】
　令和6年度のDPの変更に伴い評価指標を作成し、ルーブリック評価を導入した。GPAは令和4年度より導入済みだ

の倫理観醸成や多職種連携、チーム医療への意識付けを図る科目として、「ヒューマニズムⅠ～Ⅳ」（1～4年次）を必修
科目として開講している。このうち「ヒューマニズムⅡ」は医学部と合同で実施される参加型授業である。高大接続の観
点から高校生の参加を募っており、18校より47名の高校生を受け入れて実施した。令和6年度本学部入学生のうち6
名が、高校時に本プログラムに参加した学生であった。「ヒューマニズムⅣ」は、『生殖医療～生命倫理の観点から～』を
テーマとして、7月6日にオンラインで開催された生命倫理シンポジウムを含む教育プログラムとして開講された。さらに
本年度より、「早期臨床体験」（1年次）を一部医薬合同で実施した。将来のキャリアデザインと自己研鑽のため、「社会
への招待Ⅰ」を4年次必修科目、「社会への招待Ⅱa～d」を5年次選択必修科目として開講した。

【理学部】
　新カリキュラムの特色の一つである学科横断型の総合教育科目のうち、本年度より始まった「統合科目」では、理学部
6学科の専門基礎を基盤にする文理横断型の科目群を開講した。導入教育である「初年次セミナー」には1年次生のほ
ぼ全員が参加した。アカデミックサポート施設「MANABO」の運用を開始し、TA（Teaching Assistant）による学修指
導を含め、学生への教育支援を強化した。臨検課程と教職課程の運営に加えて、国家資格取得支援教育として、物理エ
ンジニアリングコースの運営、放射線取扱主任者試験や基本情報技術者試験等の合格に向けたカリキュラム運営と学
修指導を強化した。その結果、臨床検査技師国家試験の合格率100％を達成、教員免許取得者51名、JABEE認定プ
ログラム修了者5名、放射線取扱主任者試験合格者1種5名、2種2名の輩出に繋げた。学部学生の学習チャレンジ制
度は、資格支援で61件、海外チャレンジで13件のサポートを実施した。

【看護学部】
　高い倫理観に基づいた、豊かな人間性を備えた良き医療人の育成の一環として、教養科目「人と芸術」、体験型科目

「チームビルディングと自然体験」、「人間論」、「地域共生社会論」等を予定通り実施した。多くの学生が多様な文化に
触れる機会として、カナダでの「英語集中講座a」13名、タイでの「統合実習」5名、「異文化理解Ⅱ」では台湾・中山医
学大学への研修に20名が参加した。又、タイ・チェンマイ大学からの学生の受け入れに際しては、学生同士の交流を通
して異文化の理解および医療専門職としての共通する学びを得た。
　他者と協働して学ぶために、5学部共通教育科目「チーム医療演習」「実用医療英語」等の受講を継続して促進すると
ともに、学部間連携を目的として「医療人間論」「国際看護学」等の授業において、一部医学部と合同で実施した。

【健康科学部】
　看護実践力の育成に向けて、4年次看護実践の探究」（実習科目）や2年次「臨床看護実習1」（実習科目）、3年次「老
年看護学実習」（新カリキュラム）は予定通り実施した。秋学期の実習科目も精神看護学実習の1クールを除き、臨地にて
実施した。4年次の「臨床実践技術の探究」（演習科目）と「到達度試験」は、予定通り12月に実施した。倫理教育につい
ては、1年次の「トランスレーショナルへの挑戦Ⅰ」（医学部との合同演習：薬害概論）、2年次生の「看護倫理学」、4年次生
の「看護倫理学」（生命倫理シンポジウムを含む）にて継続的に実施し、4年次の「看護哲学」にてこれまでの臨床倫理に
関する思考の統合が図られた。秋学期の各臨地実習において倫理カンファレンスが組み込まれている。援助的人間関係
の形成力の強化に向けても、実習体験を通して自己の課題を明確にできるよう教育的取り組みを行っている。チーム協働
力の育成に資する共通教育の履修者は、「チーム医療演習」10名、「人間と生命」2名であった。又、異文化理解を促進
するため、10月にサンカルロス大学の国内研修を、3月にトーマス・ジェファーソン大学での海外研修を予定通り実施した。
学修成果の判定においては、TOEICおよびアセスメントテスト、学年別学修目標到達度評価を計画どおり実施している。

【共通教育機構】
　令和7年度からの全学教育科目の立ち上げの準備を進め、予定通り開講した。又、入学前教育のプラットフォームを
整備し、令和6年度より全学部で共通のプラットフォーム（Moodle）を活用して入学前教育が実施できた。
　共通教育機構データサイエンス班を中心に、全学的なデータサイエンス教育の充実のため、5学部で共通利用できる

「大学生のためのデータサイエンス：東邦大学共通教育パッケージ」を構築し、これを用いて各学部のデータサイエンス
教育を実施した。
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（7） 教学環境の整備
【大森キャンパス】
① 医学部
　新カリキュラム（2024カリキュラム）に対応した第4実習室の改修に予定通り着工し、10月に完成し使用説明会を開
催した。教務委員会のもとに医学部教学施設将来構想検討ワーキンググループを設置し、中長期の再整備計画として、
1号館6階SDL（self-directed and small-grouped learning）センター、第1実習室、医学部3号館講義室および多
目的室等の先進的かつ利便性の高い快適な教育環境の整備計画を検討する。

② 看護学部
　ICT教育推進検討委員会を中心に、シミュレーションラボおよび実習室を整備し、学生の技術自己学修環境整備、シ
ミュレーションを活用した教員のシミュレーション能力の向上に寄与した。ICT教育推進検討委員会はその功績から教
育賞を受賞した。
　学部においては殆どの授業でMoodleを活用し、ペーパーレス化を推進した。
　学生自身が学修の主体として学び続ける姿勢を涵養できるよう「ポートフォリオ」の活用について検討した。

【習志野キャンパス】
① 薬学部
　薬学部A館実習室に関する整備としては、A202実習室改修およびLED化、A203実習室塗装工事、A302実習室

が、GPAの活用方法について引き続き検討していく。又、チェンマイ大学とのダブル・ディグリー・プログラムについて、令
和7年度以降の実施に向けて引き続き準備していく。
　大学院運営委員会では大学院志願者数の増加をめざし、入試の試験内容を見直すことおよび給付型奨学金設立の
準備を進める。又、奨学金の財源を確保するために、大学院教員の大学院手当の支給基準を再検討し支給する範囲を
内規で定めた。

【薬学研究科】
　令和7年度大学院薬学研究科進学予定者は、薬科学専攻修士課程で学部間学術交流協定締結校からの入学者4
名（入学定員10名）、医療薬学専攻博士課程では薬学部からの進学者4名、修士課程からの進学者3名、社会人入試
合格者3名の計10名（入学定員5名）となった。引き続き、入学者の安定的確保を目的とした施策（①入学試験問題の
見直し、②大学院ホームページの充実、③学術交流協定（MOU）校特別選抜入試説明会のオンライン開催）を継続して
実施する。さらに、次年度以降の大学院進学者の増加をめざし、以下の大学院生支援の拡充を行った。① 卒業生のご
家族からの寄付金（遺贈）を基金として、大学院生を対象とした奨学金（学費支援および国際活動支援）を設立した（薬
学研究科井元奨学基金）。② 薬学部元教員の寄付を基金とした薬学部大本奨学基金について、給付上限人数を2名
から3名に増やすこととし、規程細則の改正を行った。
　研究支援の一環として、若手教員の研究助成を目的とした奨励研究5件、学部内共同研究への助成3件を採択した。
その他、前年度までと同様、研究備品の購入支援を目途とした新規教育環境整備費助成事業、令和6年度の教室・研
究室への研究費配分を実施した。先進的共通機器・設備の計画的な導入については、企画委員会と共通機器室運営
委員会を中心に継続的に検討している。

【理学研究科】
　教育・研究活動を通じた大学院生教育の質向上を継続して、高度専門人材育成の強化を図った。大学院生の経済
的支援に加えて、キャリア形成を支援するため、博士前期／後期課程学生を対象とするTA制度の運用、博士後期課程
を対象とするRA（Research Assistant）および在籍者非常勤講師の登用を行った。令和6年度は、TA 169名、RA 3名、
在籍者非常勤講師5名を任用している。又、これらの制度は令和6年度大学院パンフレットへ記載するとともに、ホーム
ページにも掲載している。大学院生の国際会議参加支援として、24件の参加・発表を支援した。

【看護学研究科】
　遠隔・対面のハイブリッド授業を継続し、社会人学生を含めた大学院生に対し、効率的かつ教育効果の高い授業を
展開した。令和5年度より大学院保健師コースを開設し、令和6年度は3名が入学した。令和6年度修了した保健師コー
ス1名、助産師コース6名とも全員国家試験に合格した。すべての修了者が課題研究を通して社会課題の一端に取り組
み成果を発表した。
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Ⅱ 事業の概要

（8） 修学支援および学生生活支援の充実
【メディアネットセンターにおける修学支援】
　著作権に関する修学支援については、「全人的医療教育」および「医学論文」のなかで、医学部1年次生と4年次生へ
著作権の講義を実施した。又、7月に一般社団法人授業目的公衆送信補償金等管理協会へ令和6年度の申請を行った。
　5学部合同学術集会については、3月22日に第21回5学部合同学術集会（口頭発表およびポスター発表）を開催した。
演題数は口頭発表23題、ポスター発表47題で、口頭発表については、Zoomでのライブ配信も実施した。参加者数は現
地参加149名、Zoom参加42名の計191名であった。又、クラウドストレージサービスについては、本学で契約しているクラ
ウドストレージ「Box」へ個人ごとにセキュリティを設け、教育・研究・学修に関するデータを保存する環境の整備が完了した。
　その他、文部科学省の令和5年度補正予算オープンアクセス加速化事業について、宮崎大学と共同申請を行い、採択
された。

【ICT学修支援センターにおける修学支援】
　Moodle利用のための環境の整備については担当教員と相談のうえ、ICT学修支援センターに業務移管を行い、教
員の負担軽減を実施した。統合学務システムについては、要件定義作業および設計作業を経て、パッケージの導入は
12月に完了したものの、業者によるデータ移行作業の遅れが発生した影響により、稼働開始を令和7年6月に延期する
こととなった。次年度も引き続き、データ確認作業を行い6月のサービス開始に向けて準備を進めていく。

【健康推進センターにおける学生生活支援】
　令和6年度の健康推進センター利用件数は、大森地区：健康管理室1,621件、学生相談室580件、障がい学生支
援室12件、習志野地区：健康管理室2,961件、学生相談室1,600件、障がい学生支援室134件であった（各種ワク
チン接種や学内実施の健康診断の件数を除く）。
　学内における各種感染症の拡大防止のため、学生・教職員に向けて一斉メールによる情報提供・注意喚起を令和6年度
は計4回行い、各種ポータルサイトでも注意喚起を行った。学生、教職員から各種感染症の感染連絡等を随時受け付け、感
染症発生動向を常時把握し、感染拡大防止のための対応が必要な場合は、夜間休日でも指示を出す等の対応を行った。
　学生相談室については、学生の利用につながるような情報発信を各種ポータルサイトで月1回行った。障がい学生
支援については、各学部の学事課や関係教員とも連携し、必要な様式や手順書等の見直し、ブラッシュアップを進め、
研修会等へも計画的に参加した。又、学生、教職員への情報発信も3ヶ月に1度の割合で実施し、ダイバーシティ推進
センターと共催して教職員向けセミナーも実施した。

【学生部における学生生活支援：大森地区】
　修学支援新制度および日本学生支援機構や本学独自の奨学金制度等の周知を行った。
　医学部では、学生の不安、疑問解消、メンタル面のサポートとして、メンター制度を取り入れ、5月末日までに1回は面

LED化を実施した。講義室関連の整備としては、C館C101講義室LED化とA館A104、A105の塗装工事を実施した。
設備更新としては、B館非常用発電機盤VCB、C館1～3階ロビー、5階9室のGHP（ガスヒートポンプ式）エアコンを更
新した。さらに、景観の向上に向けたキャンパス内整備のため、A館周り整備（人工芝張替・アスファルト舗装）を実施し
た。今後の施設・設備整備計画の立案、実施に向け、薬学部教育研究環境整備検討委員会を3回開催した。デジタル
デバイスを活用した学生の個別演習環境の整備については、令和4年度より 4年次生、6年次生向けに導入した「Web
演習システム（薬学ゼミナール）」を引き続き運用するとともに、5年次生の自主学修への活用についても検討を開始した。
② 理学部
　実習充実費を、生物分子科学科・情報科学科・生命圏環境科学科に配分して、教育環境の整備に活用した。教育の
個別最適化とデジタル化を実現する教育施設を計画的に整備している。3405教室の机をハイブリッド型教育が可能と
なるBYOD（Bring your own device）仕様に更新した。アカデミックサポートセンターの施設として、フリー学修スペー
ス「MANABO」を設置して5月から本格運用を開始した。理学部IV号館とV号館の研究室照明のLED化と空調設備
の更新も計画的に進めている。又、理学部改組計画の立案を担う新学部設置準備委員会を設置して、大学高専機能強
化支援事業の支援1の令和7年度公募申請の応募を完了した。改組計画の進捗に合わせて、習志野長期計画委員会
と連携しながら、新学部研究棟の設置計画立案も開始した。

③ 健康科学部
　令和7年度定員増に向けた教学環境として、講義室の机・椅子の追加、演習室の必要物品の追加、ロッカーの整備を
行った。
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（9） 就職・キャリア支援の強化
【医学部】
　改訂版モデル・コア・カリキュラムに則った新カリキュラムでは、診療参加型臨床実習に特に求められている、医療現
場を中心として一貫して行う卒前・卒後のシームレスな医師養成のための評価方法の検討を引き続き進める。又、地域
枠学生の卒後のキャリア形成支援として、12月18日に意識付けの会を開催し学生に好評であった。さらに、卒後の追
跡調査については、卒後臨床研修／生涯教育センターで検討を引き続き行う。

【看護学部】
　キャリア支援は学生部が中心となり、学部全体で低学年時より継続して行った。令和4年度新入生より導入した学
修ポートフォリオの活用方法を、学生・教員に適宜アナウンスし、学生の看護キャリアデザインのサポートを行った。ホー
ムルームの運用を見直し、次年度以降はホームルームをポートフォリオを活用し学修に取り組める機会とする。

【習志野学事部キャリアセンター（薬学部・理学部・健康科学部）】
　習志野学事部キャリアセンターでは、情報発信、就職支援プログラムの実施、キャリアカウンセリングを3本柱として実施
している。本年度はコロナ禍の影響はほぼ無く、基本的に対面型で実施した。あわせて、オンデマンド配信ができるプログラ
ムについては、実施後1週間以内を目途に配信を行った。対面型イベントでは、令和7年2月に合計152社の企業の協力
を得て、合同企業説明会を5日間開催した。参加企業については、学生の就職先の分野や実績等を考慮し、新規企業14
社、2団体を迎えて開催した。令和6年の学生参加者が710人（薬学部19人、理学部691人）であったのに対し、令和7
年の学生参加者は697人（薬学部28人、理学部669人）と大きな変化は見られなかったが、参加学生の内訳においては、
就活学年前の低学年学生の参加が約4％から約40％へと大幅に増えた。就活時期の超早期化に学生の意識も変化して
いることが伺える。就活時期の早期化に対応し、各学部ともイベント開催時期を常に検討し、例えば理学部では2年生対
象のガイダンスを初めて行った。令和7年3月末の就職内定率は、薬学部生100%（前年100%）、理学部生99.0%（前年
99.0%）、健康科学部生100％（前年100％）であり、いずれも全国平均92.6％（令和7年2月1日現在・令和7年3月14
日厚生労働省発表）を上回っている。TOHOアライアンス賛同企業は、本年度は3月末で1,106社となり、各種イベント等
に協力いただいた結果、賛同企業への就職率は薬学部65.3％（前年76.2％）、理学部31.6％（前年23.5％）となっている。

談を行ってもらえるように各担当教員に依頼している。又、メンターと学生部が連携することで、より一層充実した学生
サポートが実施できている。
　看護学部では、アドバイザー制度を取り入れ、アドバイザー長とも連携を取りながら、アドバイザー教員と学生が必要
に応じて面談等を実施し学生の心身をサポートしている。各学年のアドバイザー会で報告のあった内容を毎月の学生支
援連絡会において学部長、学生部委員長、教務委員長、アドバイザー長が共有し、必要に応じて学部全体にアナウンスし
ている。学生の課外活動については学生自治会と連携して、主体的な活動が円滑に行えるよう支援を行っている。又、大
学生活の経験を通して自身のキャリアについて考えられるように、学生部が中心となりキャリアサポートを実施している。

【学生部における学生生活支援：習志野地区】
　学事部との連携の下、修学支援新制度を含めた日本学生支援機構や本学独自の各種奨学金制度（青藍会・同窓
会）、民間奨学金制度等による経済的支援制度に係る周知および対応を細やかに行った。又、青藍会奨学金申請者に
対する面談を丁寧に行うことで、申請者全員が採択に至った。
　学生や団体への積極的な情報交換・アドバイスや提案の結果、非常に活発に課外活動が実施されている。又、個人
向けスポ－ツ施設の貸出も前年度に引き続き、多くの学生に利用してもらうことができた。新入生歓迎会実行委員会や
東邦祭実行委員会とも情報共有およびサポートを行い、大きな問題なく新歓行事や東邦祭を行うことができた。
　これらの活動は、定期的な学生部連絡会の開催により、大森キャンパスと情報共有・連携を行っている。

（10） 研究の活性化と外部資金の獲得および研究マネジメントの推進
　研究の活性化については、TUGRIPの公募・審査を行い1件の申請があったが厳正な審査の結果、本年度は採択なしと
なった。令和4年度、5年度、6年度の採択事業が企画するセミナーの運営支援を6回行い、動画2本を研究オンライン講
座で公開した。又、最終年度となる令和6年度採択事業は3月に最終報告会を開催した。研究支援の専門家URAを1月
から増員し、2名体制で個別支援のコンサルテーションデスクの運営や民間助成金情報の紹介、科研費獲得セミナーの企
画を行った。社会連携推進室が学内外の窓口となり、船橋大神宮の自然保護の調査・研究を行う理学部の協定書の締結
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Ⅱ 事業の概要

（12） ダイバーシティ推進の取り組み

（13） 社会連携の取り組み

　ダイバーシティ推進センターは、多様な対象者への支援として、11月に障がい学生支援セミナーとダイバーシティセミ
ナー、2月に性の多様性の理解促進のためのアライセミナー、を開催した。又、子育て支援セミナー「こどもと感染症春・
夏編」を動画撮影・編集し、令和7年4月公開予定である。
　研究力向上とキャリア支援では、支援事業の公募・審査を行い、研究活動支援員派遣制度2件、共同研究支援制度
4件、英文校閲経費支援制度3件、研究者招聘セミナー2件の採択をした。研究支援セミナーを教育・研究支援セン
ターと共催で開催し、6月に科研費採択セミナー、10月に言葉のセミナー、令和7年2～3月にプレゼンデザインオンライ
ン講座を実施した。次世代育成活動は、医学部・看護学部・健康科学部のオープンキャンパスに参加し、本学の活動を
PRした。又、全国ダイバーシティネットワーク、千葉大学とのコンソーシアムに参画し、本学の活動を紹介した。さらにホー
ムページの情報更新、ニューズレターを発行し、学内外へ周知した。

【医学部】
　8月16日に「小学生夏の医学校」を医学部および看護学部の共催で40組が参加予定だったが、台風の影響で中止
となった。その後、12月21日に「中学生夢スクール」を開催し、12名の参加があった。又、大田区と医学部との連携と
して、令和6年度より地域の健康と保健課題に取り組み、区民のウェルビーイング実現に資する活動を行うために、寄付
講座「ウェルビーイング地域共創講座」を開設した。

【薬学部】
　令和6年度に開催予定していたイベントを全て開催した。第75回公開講座は5月に「身近な薬草の『いろは』」を、第76
回公開講座は10月に「肥満と生活習慣病」をテーマとして開催した。それぞれ、対面での参加者が272名と62名、オンデ
マンド配信を通じた参加者が222名と220名であった。薬草園一般公開は、春の公開講座と同日に開催し、697名の参加
者を集めた。夏休み薬学教室は7月に開催され、参加者は小学生コース51名、中高生コース95名であった。日本学術振
興会「ひらめき☆ときめきサイエンス」採択事業として、高校生を対象に「がん細胞の弱点を盗み出せ！～遺伝子診断でが
ん細胞を討伐！～」をテーマとしたイベントを8月に開催する予定であったが、天候不良のため11月に延期して開催した（参
加者10名）。その他、10月に千葉市生涯学習センター「子どものハローワーク」と親子理科実験教室、12月に付属中高冬
の学問体験講座、2月に三田公民館「子どもまつり」と江戸川区子ども未来館「理科実験教室」の開催に協力した。

【理学部】
　首都圏初等中等教育における理工系人材育成、および地域自治体と産業界のSDGs推進に貢献する事業を実施し
た。主な取り組みとして、高校生と高校教員のための実験講座（参加者204名）、付属中高の学問体験講座（参加者
212名）、船橋市との連携事業「ふなっこ未来大学」（参加者40名）、JST女子中高生の理系進路選択支援プログラム

「みんなが輝く未来のサイエンス」の各種事業（ワークショップ、講座等、参加者計284名）、地域の高校対象出張講義
（103件）、SDGs推進センター主催セミナー等を実施した。初等中等教育機関の理数教育の振興に資するため、新た

（11） グローバル化推進の取り組み
　令和6年1月に制定された「海外プログラムの企画・実施にかかるガイドライン」は各学部において適切に運用され
ている。外国人留学生の受け入れでは、基準日（令和6年5月1日）に在籍する正規外国人留学生は19名（学部生2
名、大学院生17名）、非正規生が2名の計21名であった。令和6年4月より運用を開始した「国際交流サポーター制
度」への登録者数は3月末現在188名（医学部57名、薬学部74名、理学部17名、看護学部20名、健康科学部6名、
大学院14名）となり、年度目標とした100名を上回った。語学学習支援制度は、採用者17名のうち奨励費受給率は
76.5％となり令和3年度に制度が始まって以降初めて7割を超えた。令和7年3月現在の交流協定締結状況は、大学
間協定18機関、学部間協定18機関（医学部7機関、薬学部8機関、理学部2機関、看護学部1機関）である。

支援を行った。
　外部資金獲得に向けて、令和6年度補正予算、令和7年度概算要求等の情報収集と分析を行い、本学が申請可能
な事業の検討を行い関係者へ情報提供を行った。
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に6校と高大連携協定を締結した（国府台女子学院高校、江戸川女子高校、八千代松陰高校、千葉東高校、検見川高
校、八千代高校）。

【看護学部】
　地域共創実践研究センター主催の活動として「東邦ナーシングカフェ（全4回、ワークショップ形式）」を開催した。又、

「夏の居場所」活動等、地域住民と学生とともに活動した。さらに、広報委員会の活動の一環として10月には睡眠に関
する公開講座を開催した。医療関係者だけでなく地域住民等へ広く周知し、社会貢献に努めた。
　大田区若年性認知症デイサービス「HOPE」の社会参加活動に協力し、就労的支援を継続した。又、災害時妊産婦
避難所に関する運用マニュアルを大田区と協議のうえ作成し、情報交換を行った。

【健康科学部】
　9月および令和7年3月に公開講座を予定通り開催した。6月に船橋市三田公民館寿大学における講座（2年目）を
実施し、70名程度の参加があった。6月、11月に地域在住高齢者14名を対象とした骨の健康に関する測定会を実施
した（初年度）。習志野市大久保商店街主催による盆踊りへの参加を計画し、8月25日に学生4名が参加した（2年目）。
商業店舗に設けられた育児に関する「赤ちゃん掲示板」を運営した（2年目）。

【社会連携推進室（教育・研究支援センター内）】
　下記のような本学の様々な地域連携活動により、私立大学等改革総合支援事業「タイプ3（地域貢献）」の5年連続
選定に至った。
　自治体との連携について、大田区とは、毎月公民連携担当者と会議を行い、区長・副区長も参加する連携推進会議

（旧コア会議）を3月に開催した。本年度は、大田区の熱中症対策事業に参画し、正しい知識を伝える活動に貢献した。
官学連携人材育成講座は、高齢者をテーマに2回、熱中症をテーマに2回開催し、当日の動画はセンターのホームペー
ジで配信している。新たな寄付講座（医学部）としてウェルビーイング地域共創講座が開設し、活動支援を行った。履
修証明プログラムは次年度受講者拡大に向けた支援を行った。大田区の新たな基本構想の構築には、委員としてセン
ター長が参加し、ヒアリングやアンケートには医学部生、看護学部生が参加した。大田区が企業と連携する「大田区ナ
ナハト学校」にも3回参加した。又、大田区職員と企業に向けて本学の地域連携の成果報告会を11月に開催した。習
志野市とは、1月に市長との意見交換会を開催し今後の連携やリカレント教育に関する要望を聴取した。佐倉市とは、
市と連携協定のある大学が集まる会議に参加した。さらに、目黒区公民連携プラットフォームに4回参加し、行政を中
心とした産学官連携の情報交換を行った。
　他大学との連携は、東京科学大学との教育・研究に関する連携の窓口の役割を果たし、新たな包括連携協定の準
備を始めた。千葉大学を含む共創iネット連携による千葉エリア・アカデミアとして、マッチング企画であるJST新技術
説明会に参加し、本学研究者2名が発表した。大学が取り組むカーボンニュートラルに向けた活動を支援し、セミナー
を2回開催した。

【地域連携教育支援センター】
　大田区の地域包括ケアシステムに関与する公的施設・事業（シニアステーション、地域包括支援センター、調布地区
看護職連絡会）と関係をより強固にし、看護学部、大学院看護学研究科および医学部教育において、生活者の視点を
養う教育に活用するための調整を行い、教育目標達成に貢献した。
　大学教育外事業である暮らしの保健室での総合相談は97件であった。新規の相談も多く、理由として、「大学教員
が実施している」ことの安心感があるという意見から、大学の地域貢献として継続する必要性を確認した。その他、地域
貢献として地域講座を2回開催し、いずれも好評であった。今後も、大学教育支援および地域貢献を継続していく。

（14） 教育研究活動を行う適切な教員組織および教育研究組織の配置
　研究科における教員任用体制を整備すべく、全学の教員任用内規の上位規程となる教員任用規程を策定するととも
に、大学院規程を改正した。この規程は令和7年度に就任する教員人事より適用する。

【医学部・医学研究科】
　求める教員像に則った教員任用を行うべく、全学統一の教員組織編制方針を策定した。今後は、医学部教員および
大学院教員に求められる業績等を踏まえた選考プロセスを再確認し、必要に応じて教員任用内規の見直しを行う。又、
人事考課について、入力を3月28日に締め切り、一次考課終了者は63％程度であった。入力率が低調であるため期間
を延長している。「教育業績評価点数一覧（案）」について、システム改修の遅れから令和8年度から稼働予定である。
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（15） 内部質保証システムの検証と自己点検・評価の実施
　大学基準協会より受領した改善報告書の検討結果および前年度検証会での提言について大学協議会にて確認を行
い、改善が必要な事項を「内部質保証関連活動を経て判明した課題【2024年度版】」として設定のうえ、学内に対し改
善指示を行った。又、「2024年度自己点検・評価実施計画書」に則り、令和8年度の大学評価受審を視野に大学基準
協会による第4期関別認証評価に関する説明会を8月に開催するとともに、例年通り12月に外部委員を交えた検証会
を開催した。これらの活動を経て、令和元年度大学評価における全ての是正勧告・改善課題についての対応を確認する
とともに、新たな課題について点検・評価を行った。

　FDについては、医学教育講演会第1回（5月9日）、第2回（7月30日）、第3回（7月31日）、第4回（11月21日）、
第5回（3月14日）令和6年Post-CC OSCE作問WS （5月11日）、卒試作問WS（5月11日）、大学院FD（9月17日、
11月19日）を行った。3月24日までのFD参加率は20.4%である。
　医師の時間外労働の把握と勤務体制の管理のために新システム（Dr.JOY）を令和7年3月から３病院の診療科で
本格導入した。

【薬学部・薬学研究科】
　薬学部、薬学研究科の「教員組織編成の方針」は、全学および他学部との間で項目や様式の統一等を図る目的で改
正され、教授会および研究科委員会で承認された。これらの方針に則り、計画的で適切な教員採用・補充人事を行っ
た。令和6年5月1日時点のST比（教員1人当たりの学生数）は 20.24となり、目標（21.0以下）を達成したほか、前
年度（ST比：20.97）から改善した。
　本年度の第31回薬学部教育ワークショップは、「薬学コア・カリの理念から考える学部講義について～効果的な50
分授業を行うために～」と題して9月4日に開催した。動画視聴による参加も含め、参加率は100%であった。又、障が
い学生支援室との共催により、「東邦大学薬学部の障がい学生支援の現状と今後」をテーマとしたFDを1月10日に
開催した（参加率97.1%）。薬学研究科FD（第14回薬学研究科ワークショップ）は、「研究活動における多分野融合」
をテーマとして3月13日に開催した（参加率93.8％）。大学主催によるFD・SDについては、教授総会等において案内
を行い、参加を促した。

【理学部・理学研究科】
　令和6年10月1日時点の理学部ST比は18.5であり、前年度に続き20以下を維持した。教育リソースを有効に活用し
て教育効果を最大化するため、理学部共通の総合教育科目および各学科の専門科目担当教員の配置は、教務委員会で
検討、各教員の職階に応じた適切性については、常勤、非常勤のいずれも人事委員会で資格審査して、それぞれ検証しな
がら運用している。データ駆動型の教育研究活動支援を強化するため「理学部IR室」を新設して、入試IRから活動を開
始した。各学科の基幹教員の配置について、理学部改組計画とも連動した人事構想のロードマップの検討を開始した。

【看護学部・看護学研究科】
　学部・研究科の教員組織の編制方針として2024年9月に制定された「東邦大学における教員任用に関する規程」
に沿って、学部・研究科運営実態に即した教員任用内規、申し合わせ事項を見直した。その際、若手教員の育成を主眼
にテニュアトラック制の導入を検討した。
　学部長面談に際しては個々に組織目標を配付し、「目標管理シート」を用いて、一人ひとりの教員の教育、研究、管理、
その他の活動について対話を実施した。そのなかで複数名より挙がった意見のうち、共用スペースの設置の必要性、実
習に際して夜間勤務が生じている状況等を把握し、改善へ向けた検討を行う。
　FDは年間計画に基づき2回実施し、参加できなかった教員には後ほど動画視聴を促すことで全体水準の向上に努
めた。

【健康科学部】
　教員の教育研究の質担保のため、4月に新任教員研修を2名に実施した。そして、8月に「人を対象とした研究倫理
の最新トピックスと倫理的配慮」について研究FDを、3月に「特別な支援を必要とする学生への教育支援」について教
育FDを、3月に研究紹介会として研究FDを実施した。
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2. 中等教育
（1） 付属東邦中・高等学校

（2） 駒場東邦中・高等学校

① 入学志願者および優秀な生徒の確保
　令和7年度入試は前年度と同様に、推薦入試・帰国生入試・一般入試前期および後期の4種類で、全体の募集人
員約300名に対して本年度の志願者は3,326名（前年度比21名減）となった。中学入試について検証の結果、入試
制度に変更は加えなかったが、説明会の実施方法については見直しを図った。特に、より多くの参加者に対応できるよ
うに運営方法を工夫した点が挙げられる。海外広報活動においては、前年度に引き続きオンライン説明に加え、現地説
明会も再開し、国内外の帰国生に向けた広報を積極的に展開した。ホームページ上では、本校の魅力を発信するため
の動画掲載や情報更新を継続したが、アクセス数（4月～12月）は前年度比で25.0％減少した。この背景には、前年
度がポストコロナ期における見学会増加に伴い一時的にアクセス数が急増していたことがあり、本年度はその反動によ
り落ち着いた結果と考えられる。

② 特色ある教育への取り組み
　令和6年度も「建学理念」「教育方針」を基盤に、完全中高一貫教育のもと東邦型早期完習学習を展開しつつ、プロ
セスを重視する広い学びとしての「自分探し」を通じて高い倫理性を備えた人間の育成に取り組んだ。宿泊を伴う中学
校外学習や修学旅行は一昨年、昨年に引き続き実施し、中高文化祭・中学体育祭・音楽祭も入場制限を設けず開催
した。夏期講習や学問体験講座、進路ガイダンス等も例年通り実施し、学力増進策として次年度より自習用ICT教材の
利用を決定した。一方で、生徒の生活バランスを考慮し、部活動の活動日数を削減することとしたが、活動は活気を取
り戻しており、全国大会出場は高校3部活、中学2部活、関東大会出場は高校3部活、中学4部活と活躍がみられた。
国際理解教育では、8月にオーストラリア研修を2期に分けて実施し、シンガポール研修も3月に実施した。又、国内留
学中の大学生との交流プログラムや、提携校からのホームステイ受け入れも行い、国際的な学びの機会を広げた。

③ 教学環境の整備
　隣地整備工事は12月に完了した。又、校地の中長期的な活用を見据えた計画作成も同月に開始した。特別棟の外
壁工事は8月末に完了し、空調設備の改修工事も年度末までに完了した。

① 入学志願者および優秀な生徒の確保
　中学入試の志願者数は617名（前年度比27名減）で、入試全体の動向として受験生の安全志向が強まるなか、本
校と同等の難関の男子校は志願者が微減の状況である。ホームページでは、生徒の生き生きとした様子や学校生活の
魅力を効果的に伝える工夫を重ねてきた。加えて、メディアで紹介される機会も増加し、本校の教育理念や特色への関
心も広がりを見せている。今後は、ホームページのさらなる充実と多様なメディアの活用により、本校の教育実践を的確
に社会へ発信し、志願者の増加につなげていく。

② 特色ある教育への取り組み
　創立以来の教育目標である「自主独立の気概と科学的精神を養う」に基づき、中高6ヵ年一貫教育の特性を生かし
た探究型の教育を通して、生徒一人ひとりの確かな「生きる力」の育成を目指している。対面型教育の多様な実践を進
めるとともに、教科の特性に応じた効果的なICT活用が進められた。文化祭や修学旅行等の学校行事は前年度に続
きコロナ禍以前の形で実施され、生徒の主体性を育むとともに学びの実感に結び付いている国際理解教育では、ベトナ
ム・スタディツアー、オーストラリア・ターム留学、台湾國立臺南第一高級中學との交換留学や同校主催のシンポジウム
参加等、実地での取り組みが再開され、いずれも手応えのあるものとなった。これらの交流は次年度以降も継続する予
定である。教科指導と課外活動の連携を強め、総合的な学力の育成に向けた取り組みを継続していく。

③ 教学環境の整備
　正面玄関脇のトイレの改修工事が完了し、着実に改修工事が進行している。これにより、施設の使いやすさが向上す
るとともに、障がいを持つ生徒への合理的配慮も進んでいる。さらに、従来の消防計画に加え、危機管理体制の充実を
図るための議論を開始した。引き続き、安全・安心な学習環境を確保していく。
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3. 医療
（1） ３病院の収支状況

　令和6年度は、新型コロナウイルス感染症の収束を受け、通常診療体制への完全な移行が進む過渡期であった。地
域医療を担う高度急性期病院として、診療体制の再構築に努めるとともに、医師の働き方改革に対応した勤務体制の見
直しやタスク・シフト／シェアの推進を行った。さらに、医療DXの推進においては、電子処方箋およびマイナ保険証の導
入を進め、診療業務の効率化と医療情報の有効活用を図り、質の高い医療提供をめざした。３病院の医療収入は、年間
を通じて73,973百万円（前年度比3,264百万円増、4.6％増）と前年度比では大幅な増収となり、補助金収入の減少
がみられたものの、医療収入と補助金等の収入合計は76,250百万円（前年度比2,624百万円増、3.6％増）となり引き
続き増収を確保した。又、原材料費の高騰や円安の影響による物価高騰に加え、医療の高度化に伴う薬品費・診療材
料等の医療経費支出も著しく増加した結果、粗利益は2,341百万円（前年度比809百万円減、25.7％減）と減益となっ
た。今後も収益の確保については３病院と法人が一体となって、医療収入の極大化と経費全般の適正化に向けた各種
施策を着実に実施していく。加えて、急速に変化する医療環境や制度改正の動向を的確に捉え、柔軟かつ機動的に対
応することにより、経営の安定化と社会的使命の遂行の両立を図っていく。

（2） 大森病院
　令和6年度は、新型コロナウイルス感染症の5類移行後、初めての通年を迎え、全国的に通常医療体制への移行が
進んだ一方、医療現場では引き続き感染対策と安全管理の徹底が求められた。区南部医療圏の中核病院・特定機能
病院として、高度急性期医療の提供に加え、感染制御や医療安全の強化に取り組みながら、働き方改革や医療DX、地
域連携の推進を通じて、持続可能な医療体制の整備に努めた。
　入院においては、新型コロナウイルス感染症の位置づけ変更に伴い、全国的に入院医療の需要構造が変化し、急性
期病床においてはコロナ対応による特例的な入院受入から、通常の疾患構成・入退院運営への移行が進んだ。スムー
ズな体制移行により、新入院患者数は前年度比519人増の21,809人、病床稼働率は前年度比3.6％ポイント増の
89.1％であった。入院診療単価は91,426円と前年度比3,002円増加、目標としていた90,000円を1,426円上回っ
た。手術件数については効率的な手術室運営により、目標としていた年間12,000件を超え12,618件と前年度比846
件増加（麻酔科管理390件増、局所麻酔456件増）した。増加の主因は、ロボット支援手術（ダヴィンチ）およびハイブ
リッド手術症例の増加であり、特定入院料病棟（救命1・2、ICU、HCU、SCU 等）の病床稼働も高位安定し、金額につ
いても前年度比102.7％であった。
　外来においては、安定した慢性疾患患者の逆紹介を継続しながら、新規紹介患者の受け入れ体制を強化し、紹介・
逆紹介の適正な循環を図るとともに、かかりつけ医等との地域連携を一層推進した結果、外来初診患者数は前年度比
899人減の41,763人となったが、紹介件数は356件増の25,055件であった。外来診療単価は22,558円となり、前
年度比931円の増加で目標値の22,449円を達成した。外来化学療法室の稼働促進に加え、MRI検査件数が前年の
105％に増加したことが、単価の向上に繋がった。
　救急においては、感染拡大期にみられた救急要請の急増は一定の落ち着きを見せ、全国的にも救急搬送件数は減
少傾向となり、救急車の受入件数は目標としていた年間6,000件には未達であり、前年度比338件減の5,345件と減
少した。一方、救命センター（ERチーム）再構築（増員）と、救命センター1の入室基準緩和および救急要請から救急
受入決定までの迅速化と体制構築を推進し、謝絶率は前年比6.4％減の33.2％と改善傾向である。
　その他、医療DXの推進においては、マイナ保険証の利用率改善に向けて早期から体制整備を進めた結果、利用率
は30.2％まで増加する等、着実な成果がみられた。又、電子処方箋の発行に関しても必要な体制整備を行い、医療
DXの基盤構築は着実に進展している。
　医師の働き方改革に合わせ、従来の勤怠システムを刷新し、時間外・当直時間を把握し基準超過前に警告できる新
システムへ移行した。これにより勤務計画の最適化と医師負担軽減を図った。

（3） 大橋病院
　令和6年度は、新型コロナウイルスが5類に移行し、全国的に通常の医療体制への回帰が進んだ。医師の働き方改
革や医療DXの推進が求められるなか、区西南部の基幹病院として救急対応や周術期管理を強化し、専門性の高い医
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（4） 佐倉病院
　令和6年度は、新型コロナウイルス感染症の5類移行以降、全国的に通常診療体制への回帰が進むなか、働き方改
革や診療報酬改定、医療DXへの対応が求められた。印旛医療圏の地域医療支援病院かつ高度急性期医療機関とし
て、紹介・逆紹介の円滑化、在宅復帰支援、救急・周術期管理体制の強化を通じ、安全で質の高い医療提供に努めた。
　入院においては、新入院患者数は年間を通じて11,845人と前年度比836人増加した。西病棟個室では1月から
リニューアル工事を実施し、2月14日から使用を開始し、病床稼働率は前年度比3.0％増の91.1％であった。手術件
数は、7月に術後回復室を整備したことで眼科外来手術件数が大幅に増加したこともあり、全体で6,417件と前年度
比636件増加（麻酔科管理120件増、局所麻酔516件増）し、急性期充実体制加算の要件のひとつである緊急手術
350件以上も391件実施し達成した。ロボット支援手術（ダヴィンチ）は、令和6年度は前年度比131.3%の247件を
実施した。入院診療単価は84,300円と前年度比5,304円増加した。
　外来においては、コロナ禍の受診控えの影響もあり初診患者数は19,669人と前年度を下回ったものの地域医療機
関との連携、地域医療機関訪問の実施、医療連携セミナーおよび医療連携学術フォーラムの開催等により、紹介件数
は前年度比563件増加した。診療単価は27,228円と前年度比892円増加した。
　救急においては、令和4年度から救急体制を刷新したことが奏功し、救急車受入件数は前年度比223件増の4,536
件と目標とする4,300件を超えた。一方、要請件数の増加に伴い謝絶率が上昇し、依然として高止まりの状況が続いて
いる。今後も救急体制の強化を図り、救急車要請および地域医療機関からの緊急診療依頼等地域救急医療のニーズ
に応えるべくさらなる受入件数の増加に努める。 
　医療DXでは、体制見直しによりマイナ保険証利用率を33.1％に改善し、電子処方箋導入準備も完了する等、基盤
構築は順調に進展している。卒後臨床研修評価機構（JCEP）の受審結果の改善項目について、難易度が最も高い「地
域医療研修等の施設の指導医確保」に着手した結果、指導医不在の7施設中2施設より当院で2月に開催された指
導医講習会に参加を頂き、他の5施設にも指導医資格を所有する非常勤医師が在籍している場合には指導医名簿へ
記載するように依頼した。又、病院機能評価受審準備員会を設置し、10月にキックオフミーティングを開催した。各領
域のWGにて課題等の検討を開始し、令和7年12月の受審に向けて準備中である。

療を提供。近隣医療機関との連携を深め、地域完結型医療に貢献した。
　入院においては、患者サポートセンターを中心に入退院支援を充実させ、DPC入院期間Ⅱ（診断群分類ごとの全国
平均在院日数）を意識した、効率的かつ高回転な病床運用を行った。又、ICU、HCU、SCU等の特定ユニットの稼働
状況にも注視し、適切な運用に努めた。院内感染対策を徹底した結果、感染による病棟閉鎖等の影響を最小限に抑え
ることができ、安定した入院受け入れ体制を維持でき、その結果、新入院患者数は前年比647名増の10,225名、病
床稼働率は前年比3.3％増の89.4％であった。一方、入院診療単価は96,800円と前年度比46円減、目標としていた
98,500円を1,700円下回る結果となった。手術件数については、6,162件と前年度比195件増加（麻酔科管理200
件増、局所麻酔5件減）したことに加え、急性期充実体制加算の要件のひとつである緊急手術350件以上も継続的に
維持している。又、令和5年度より導入したロボット支援手術（ダヴィンチ）の症例数についても目標としていた年間50
件を達成し、累計105件となった。
　外来においては、コロナ禍以降も受診控えが令和6年度も影響しており、患者数については若干減少し、外来診療単
価は21,403円と前年度比124円と減少した。又、地域連携推進に積極的に取り組み、紹介件数15,022件と前年度
比100件増加、逆紹介件数15,315件と前年度比1,091件増加し順調に推移している。引き続き連携強化の一環とし
て、ホームページの充実や、魅力ある動画コンテンツの作成等を提案し、院内外に発信する準備をしている。
　救急においては、救急診療科を中心に各科の協力を得て初療体制を強化し、消防署との連携を強め、救急車の受け
入れ・謝絶率の低下に努力した結果、年間累計は謝絶率36.0％と目標には未達であったが、大幅に改善された。
　その他、医療DXの推進では、マイナ保険証利用率向上に向け体制を見直した結果、利用率は33.6％へと改善した。
電子処方箋の導入準備も着実に完了し、医療DXの基盤構築は順調に進展している。感染症の拡大を防止し適切な
対応を行うための仕組みとして感染対策室システムの年度内導入が完了した。又、医師の働き方改革の一環として、業
務効率化委員会が特定ナース育成と放射線技師の造影剤注入研修を進め、タスク・シフト／シェアを推進。さらに勤
怠システムを刷新し、時間外・当直時間を即時把握し基準超過前に警告する仕組みを整え、勤務計画最適化と医師負
担軽減を図った。第3者評価受審として、卒後臨床研修評価機構（JCEP）を6月に初受審し8月に評価認定を受けて
いる。病院機能評価機構3rdG Ver3.0については3月に受審、認定結果待ちの状態である。
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Ⅱ 事業の概要

（6） 病院経営収支分析の強化
　ポストコロナでもなお受診控えが続くなか、大学病院として高度急性期医療の提供を主軸とした診療体制整備を推進
し、かつ病院経営の改善・安定化に向けて３病院・法人本部が一体となって取り組んでいる。令和6年度診療報酬改
定にあたり、新設の診療報酬項目の届出状況や改定影響額等を３病院で情報共有し、相互に確認を行っている。
　11月に３病院合同病院運営戦略会議を開催し、炭山理事長より「法人の経営状況と今後の方向性」について講演い
ただいた。又、井上客員教授から「令和6年度改定に向けて進行中の議論と求められる事項」について講演いただき、各
病院が取り組むべき課題について整理を行った。議題として、令和6年度の中間推計について、３病院の課題と今後の
施策について、医療DXに関する対応状況について、議論を交わした。マイナ保険証利用率の向上については、早期から
の取り組みが奏功し、３病院ともに目標を上回る30％前後で推移している。
　本年度3回目となる経営会議は1月下旬から2月上旬に３病院でそれぞれ開催され、会議では、井上客員教授より
DPCデータの分析結果や令和6年度診療報酬改定の対応について講演いただくとともに、各病院が抱えている課題に
関して検討および進捗確認を行った。
　医療経費節減・適正化に関しては、物価高騰により医薬品や診療材料等値上げの波が押し寄せているなかで、３病
院薬剤部長会議・３病院用度課実務担当者会議等を通じて、購買価格の抑制に向けた取り組みを共有している。ニトリ
ルグローブやパルスオキシメーターで使用するディスポオキシプローブ等を中心に各社と価格交渉を行い、本年度削減
合計額は2,979万円となった。メッカル分析サービスの他医療機関ベンチマークを活用し、メーカー・ディーラーと価格
交渉を行うことで、可能な限り診療材料費が下がるよう引き続き取り組んでいく。

（7） ３病院医師（初期・後期研修医）の確保
　本年度から、より早期からのリクルート活動を開始しており、３病院各診療科の担当窓口を設け、後期臨床研修に関し
て医学部5年生との橋渡しを開始した。前年度に引き続いて、本学卒業生のうち、外部病院で初期臨床研修を行ってい
る初期研修医に対して、３病院の後期研修説明会の情報を発信した。又、本学卒業生が所属する外部の初期研修病院
にアンケート調査も行い、本年度から、初期研修医のみならず、３病院所属の後期研修医も対象にDPを満たしているか
のアンケート調査を行い、医学部教育部門との情報共有を行った。さらに、本年度から、卒業生の連絡先追跡調整も開
始し、卒業生へのより積極的なフォローを行っている。
　初期研修医についても、より応募しやすい形式に簡略化することにより募集の窓口を広げ、最終的に4次募集まで行った
結果、令和7年度初期研修医は、大森病院29名、大橋病院14名、佐倉病院19名が内定となり、募集定員通りの人員を確
保することができた。臨床研修指導医講習会も年3回開催し、地域の研修協力機関との連携を強化しており、外部から合
計9名が参加した。又、初期研修医の到達度判定および研修修了のための研修管理委員会もZoom開催とすることでより
多くの他施設の委員の参加や意見の反映が可能となった。令和5年度研修医の計58名は全員修了し、後期研修に進む
ことができた。厚生労働省が令和8年度から新設する「広域連携型プログラム」に大森・大橋病院が参加するため、新たに
連携施設となる他県の医療機関との交渉に参加し研修医にとってより魅力のあるプログラムが作成できるよう協力している。
　又、臨床研修指導医講習会および研修管理委員会の資料のPDF化、ローテーション調整のGoogle フォーム化等、
業務DX化による経費節減および効率化についても積極的に取り組んでいる。

（5） 羽田空港クリニック・羽田空港第３ターミナルクリニック
　国際空港という公共性の高い施設の医療機関として、両クリニックと大森病院が連携し、国内外の空港利用者と勤務者
に安全で質の高い医療を提供している。受診者は、羽田空港クリニックが10,325名（前年度比1,653名増）、第3ターミナ
ルクリニックが12,762名（同985名増）であった。空港クリニックでは、電子カルテおよび電子処方箋のシステムを導入する
とともに、オンライン診療システムも活用して利便性向上を図った。又、外国人受診者に同時翻訳システム等を使用して通常
診療を行った。広報面ではホームページの適宜更新に加え、航空会社の健康管理室や空港周辺のホテル等への訪問活動
を通じて2次健診や慢性疾患の受診者が増えるよう努めた。第3ターミナルクリニックでは、トラベルワクチンを実施し、高山
病予防薬やエピペン等を常備して院内処方を可能とすることで旅客の利便性を高めた。オンライン診療やAI読影も継続的
に活用し、診療体制の質的向上に努めている。広報活動としては、月1回「健康ジャーナル」を発行し、ホームページや空港
構内ネットワークを通じた情報発信に注力した。その他、両クリニックともに、引き続き空港ビル等関係各所との連携強化を
図り、航空機事故や自然災害時等に備えた訓練への積極的な参加により、空港内医療班としての責務を果たしていく。
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（8） ３病院看護師等確保の活動および看護の質の向上に向けた取り組み
　令和7年度新規採用は、３病院合計で203名の募集人員に対し、361名の応募があり、最終内定者は217名と必要人
員を確保できた。そのうち、本校生（東邦大学看護学部生、大学院生、および健康科学部生）の３病院への応募割合は最
終学年の93％（前年度82％）と増え、採用割合は最終学年の69％となった。引き続き、企業・大学主就職説明会を効果
的に活用するとともに、ホームページを充実させるべく、タイムリーな情報更新や動画コンテンツの掲載等様 な々工夫を凝
らし、看護職員への応募・採用につながるよう努めている。
　３病院の看護職員を対象とした教育研修について、本年度に計画した18講座のうち15講座を開講して、受講者は延
べ152名であった。受講後に実施したアンケートでは、90％以上の受講者から「満足」との評価を得ており、研修内容の
充実が評価された。今後も、より効果的な募集活動を展開し、受講者数の増加を図っていく方針である。一方で、看護研
究支援デスクおよび看護キャリア相談デスクの利用者数は依然として低調である。情報発信を強化し、各デスクの目的と
活用方法について周知を図ることで、利用促進につなげていく。
　本年度特定行為研修受講者については、16名全員が実習で症例を確保でき、最終試験も評価基準をクリアして研修
修了となった。受講者の研修に対する満足度も非常に高かった。さらに、研修生が共通科目で使用しているe-learning
教材を３病院の臨床経験が4年目以上の看護師にも視聴できるようにした結果、5名が次年度の特定行為研修の受講に
繋がり、受講定員16名のところ15名を確保することができた。又、シミュレータをはじめとしたICTの活用により、演習や
実習の効率化と学習効果の向上が図られた。その他、特定看護師の活動を見える化するための記録が確定し、これにより
活動の成果を評価することが可能となると考えている。

4. 管理運営
（1） 財政基盤の強化

（2） 経費節減プロジェクトの推進

　令和6年度は、4月に医師の働き方改革がスタート、6月には診療報酬改定が行われたなか、当年度予算は診療報酬
改定や新型コロナウイルス感染症の影響は織り込まず高度急性期医療を柱とした通常医療に復することを前提に、基本
金組入前当年度収支差額2.1億円の黒字予算でスタートした。
　しかし実際には、本法人の収入全体の7割以上を占める医療収入は、新型コロナウイルス感染症の周期的な流行や所
謂「受診控え」もあり、入院・外来収入とも前年度実績は上回ったものの、外来収入を中心に予算を下回った。又、今回
の診療報酬改定は足許の物価上昇が織り込まれておらず医療収支は予算を大幅に下回った。一方で、予算策定時に
想定していなかった創立100周年の大口ご寄付等の収支上振れ要因があり、最終的な基本金組入前当年度収支差額
は6.7億円で当初予算比で4.6億円上ぶれ、29期連続の黒字を確保した。この結果、本年度が最終年度となる3ヵ年
中期経営計画中の同収支差額累計は40.4億円となり、目標13.7億円を大幅に超過達成することができた。
　手許現預金残高は258.6億円で大森地区再開発事業関連の投資本格化により前年度比△5.0億円減となった。
一方、外部借入金残高は前期比△12.1億円減の63.7億円となり、現預金残高が借入金残高の3倍以上の実質無借
金の健全経営を維持している。令和7年度は市中銀行からの借入を完済するとともに、潤沢な手許資金を原資として
本格化する大森地区再開発事業を引き続き着実に進めていく。

　経費節減プロジェクトでは、各所属の創意工夫を凝らした取り組みとともに、法人主導項目として次の課題を強化推進
してきた。①業務効率化による時間外業務の削減では、1人平均時間外が9.49時間、対前年比0.11時間増と微増し
たが、各所属での業務効率化・平準化をさらに推進するとともに、適切な看護師数を検証し、次年度も引き続き8時間を
目標としていく。②法人本部施設部と各病院用度課で協働し行った3病院の機器・備品購入の適正化では価格交渉を
133件実施し、対予算比で6,700万円超の削減を図った。③委託費・消耗品費・印刷製本費等の適正化では、経費節
減本部WGを中心に現状調査・教職員への周知徹底を行い価格交渉等を実施。令和6年度は3,000万円の削減目標
に対し、人事評価制度のWeb通知、各所属の工事見積の査定、省エネシステムの導入、Zoom契約ライセンスの見直し、
Windows 11へのアップグレード可否の確認等の様 な々取り組みにより、6,400万円超の削減効果が得られた。かつて
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Ⅱ 事業の概要

（3） ガバナンス機能の強化に関する取り組み
　本法人は建学の精神「自然・生命・人間」を尊重し、教育・研究・医療を通じて社会に奉仕・貢献することをミッショ
ンとしている。その実現のため、かねてより本法人では経営理念・経営ビジョンを法人内に示し、3年ごとに中期経営計
画を策定するとともに毎年度、組織目標（年度運営方針）・事業計画を策定している。現在は、令和6年度を最終年度と
する「令和4年度～令和6年度 中期経営計画」で、基本方針として「アイデンティティの確立およびクオリティの向上」、「実
効的なガバナンス体制の強化」、「強固で安定的な財政基盤の堅持」、「デジタル化の促進」、「災害対策の充実」の5つ
を掲げ、来る創立100周年に向け、理事長のリーダーシップの下、理事会・監事・評議員会の機能を適切に発揮し、法
人運営を遂行した。又、本年度は、創立100周年とその先のめざすべき姿を描き、中長期的な視野に立って戦略的に事
業を推進すべく令和7年度を初年度とする新たな中期経営計画の策定を進める。
　本法人では日本私立大学連盟の定めるガバナンス・コードを導入しており、本年度も適切なガバナンスを発揮して実
施内容の向上と点検により抽出した改善課題に継続して取り組んだ。今後は、同連盟にて法改正に伴い改訂されるコー
ドに対応するべく準備を進めていく。又、理事会・評議員会による充実した学校法人運営を推進するため、寄附行為改
正の第2段階目（理事・評議員・監事の定数以外の変更部分）を進め、年度内に変更認可を受けた。さらに、内部統制
システムについても文部科学省の通達や他大学の対応を確認し、必要な規程の制定も含めた構築を行い法人全体のガ
バナンス機能強化を図った。

（4） 働き方改革への対応・人材育成制度・労働環境の整備について
　令和6年4月から医師の働き方改革が実施され、所定労働時間外に在院していた時間について、本学の医師の労働
時間に関する定義に基づき、労働時間と自己研鑽の区別を開始した。長時間労働の是正の一環として令和6年7月よ
り、研修医については平日8時間労働で土曜日を休務とする勤務体制に変更し、前年度の佐倉病院に続き、大橋病院で
は複数の診療科で宿日直許可を得た。なお、令和7年3月より勤務体制や長時間労働者への面談指導、代償休息等を
勤怠システム上で管理していくため勤怠管理システムの入れ替えを行った。さらに医師の労働時間短縮のため診療看護
師、臨床工学技士、臨床検査技師、医師事務作業補助者等によるタスク・シフト／シェアを実施しており、今後も法人本
部と３病院で協議しながら増員を含め、適切な配置を進めていく。その他、看護学部の教員について裁量労働制導入に
向けての検討を開始した。
　人材育成については、法人の将来を担う人材を確保したうえで、年間の研修計画に基づき階層別研修を実施した。
又、本年度の接遇マナー研修は事務職を対象に令和7年1月から2月にかけて実施し、受講率は100％となった。
　育児介護休業法の改正に伴い、就業規則の一部改正を行った。令和7年度も引き続き改正が予定されているため、
適切に対応し、教職員ポータルサイトや法人主催の研修等で制度について周知を行っていく。

（5） アイデンティティ強化のための広報施策
① 広報施策の強化
　本法人の学術的知見や活動内容をプレスリリースやWebを活用し、広く社会に向け情報発信している。令和6年度のプ
レスリリースは、本年度122本（前年度比46本増）を配信し、うち81本が378メディアに掲載・放映された。他機関との共
同研究成果発表の増加に加え、学内開催の市民向け公開講座や体験型イベント等の開催、高大連携締結等がコロナ前
の運営状況に戻ってきたため、数多くの取り組みについて発信することができた。さらに、コロナ禍にて活動を控えていた各
所属の教授会等での広報活動を再開したことも功を奏し、プレスリリース対応を開始した平成19年度以降、最多となる配
信本数となった。そのうち、共同研究のプレスリリースでは、複数機関との協働対応により、効果的な情報拡散が実現され、
複数メディアにプレスリリースが取り上げられる等、教育・研究機関として、最先端の研究成果を発信することができた。
　創立100周年に向け、10月と令和7年1月に新聞広告掲載を実施し、周年事業を迎えることを各方面に広報した。又、
令和7年6月15日に創立100周年記念式典を実施するにあたり、創設時から現代までの本学の歴史をダイナミックな映像
で紹介する記念ムービーを各所属と協力しながら、100周年に相応しい映像となるよう制作をしている。引き続き、本学のブ
ランド力向上に向け、積極的に取り組んでいく。

ない物価高騰が続く厳しい状況下に対して、次年度もこれまでの事業を継続し、情報共有を行いながら法人一丸となっ
てより一層コスト削減を推進していく。
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（6） 「学校法人東邦大学広報」による法人情報の発信

（7） 産学連携の推進

　「学校法人東邦大学広報」は広報誌の効果的な運営に向けて、ホームページや教職員ポータルサイト、プレスリリー
スの配信内容等と連携し、法人として一体感のある広報誌となるよう制作を行うとともに、教職員、卒業生、在校生およ
びその保護者等、各ステークホルダーの関心を引きやすい情報を掲載し、広報誌の魅力を高めている。今後も読みやす
いレイアウトの誌面作りに努めながら、読者の目線に立った情報発信、新たな企画に取り組んでいく。本年度は、広報誌
を発行してから読者へ届くまでの期間の調査を行い、発行から10日以内に読者に届いていることを確認した（ゴールデ
ンウィークの影響を受ける4月号を除く）。連載中の「いのちのいろいろ」は本年度で終了し、令和7年度4月号より新た
な連載「思うまま～理事長室より～」を開始する。又、令和7年の創立100周年事業の内容を特定のセクションを使用
して、読者へ情報発信した。

　知的財産の出願等の支援については、特許出願が国内特許16件、外国特許6件、特許取得が国内特許13件、外
国特許2件、国内商標権の登録が1件であった。研究に関する支援として、受託研究8件（前年度32件）、共同研究
71件（同61件）、その他78件（同93件）、合計157件（同186件）の案件に携わり、研究契約を始めそれに伴う各種
契約の内容の確認、調整および交渉を行った。学外組織との連携としては、前年度に協定を締結した山梨大学、福島
県立医科大学、株式会社信州TLOおよび公益財団法人新産業創造研究機構（NIRO）と定例会議を実施し、本学の
ニーズおよびシーズの社会実装について検討を行った。又、大田区産業振興協会より紹介された地元企業と医学部の
研究者による心臓マッサージ練習用モデルの共同開発を支援した。さらに、本学の研究者の研究成果と企業とのマッ
チングを図るための施策として、前年度に引き続き臨床ニーズマッチング会を東京都HUB機構と共同開催し、一部の研
究者と企業の面談が実現している。学外の助成金の獲得については、文部科学省の私立大学等改革総合支援事業「タ
イプ4（社会実装の推進）」が前年に引き続き採択された。学内に向けた支援として、受託・共同研究および知的財産
等に関する正しい知識の習得を目的とする教職員対象の産学連携SD／FDセミナーを7月に習志野地区、10月に医
学部、３病院および看護学部でオンライン開催した。その他、学内の申請手続きの電子化にも取り組み、研究者の負担
軽減と業務の効率化およびペーパーレス化を推進した。

② ホームページの充実
　本法人各施設トップページのアクセス数は令和6年度累計で延べ2,916万件（大学1,833万件、病院766万件、両中
高317万件）となり、前年度比約134万件減となった。
　本年度は、必要な情報にすぐに辿り着けるよう、利用者目線に立った利便性向上を目的としたページ作成を実施した結
果、アクセス数減少となったが、多くのページを介さずに目的の情報を取得できるようサイトを改善したことは、前向きな結果
と捉えている。
　創立100周年を迎えるにあたり、令和7年6月に東邦大学サイトのトップページに動画を配置できるようサイトデザインの
リニューアルを行い、教育、研究、医療を3本柱とする本学の魅力あるキャンパス生活や医療に取り組む姿勢を紹介する動
画を配置予定である。
　研修医・地域医療機関等への情報発信ツールとして作成した３病院診療科プライベートサイトについては、引き続き、診
療科の紹介動画やコンテンツ内容を改修し、最新医療情報を発信していく。

（8） 額田記念東邦大学資料室の充実
　令和6年度は、理学部ホームカミングデーおよび東邦祭にあわせた会期（11月1日～30日）で習志野メディアセンター
にて帝国女子医学薬学専門学校の学校生活について取り上げた出張展示「厳粛にそして朗らかに」を開催した。これに
加え、同内容を拡充した企画展を令和7年度4月より大森キャンパス展示室にて開催している。又、各同窓会代表者に
よって構成される運営諮問委員会を3月に開催し、直近一年間の活動と今後の活動予定について報告するとともに、資
料室運営についてご意見をいただいた。その他、ホームページでの定期的な活動ブログの更新を行い、広報活動にも継
続して取り組んだ。展示室では温湿度管理や点検を通じて環境維持に努め、3月には資料燻蒸を実施した。さらに、創
立100周年に向け、記念動画や100年史の制作協力、歴史的写真の収集等にも積極的に対応している。今後も資料の
保存と活用に努め、安定的な運営を継続していく。

61



Ⅱ 事業の概要

（10） 大森地区再開発事業について
　本年度は、新外来棟の建設に向けて基本設計を完了させるとともに、東京都に対し前提となる東邦医大通り（鬼タビ
通り）を跨ぐ上空通路設置について正式に許可申請を行った。すでに施工業者の入札を行っており、株式会社安藤・間
を第一交渉権者に決定し、正式契約に向けて協議を続けている。
　加えて新外来棟建設予定地にある若草寮の解体に着手および派出所の移転に向けた工事も進めている。耐震強度
が低い若草寮の解体に伴い、本年度末の本学全体の耐震化率は98.4％（前年比+1.3％）まで改善した。
　又、大森病院2号館の改修については北側外壁の工事を完了した。東棟の空調・配管等改修工事は工費の大幅な
上振れから改修内容の見直しを含め慎重に検討を行っている。

（11） 株式会社東邦キャンパスサービスの動向
　第24期（令和5年9月1日～令和6年8月31日）決算は、売上高2,363百万円と計上し、本法人へ45百万円の寄
付を行い、結果、経常利益は23百万円となった。
　駐車場運営では、各病院での利用者が順調に増えている一方、大森地区再開発事業による教職員向け駐車場が縮
小している。又、本学オリジナルデザインのミネラルウォーター「みんなにやさしい水」は、創立100周年記念となるペッ
トボトルデザインで、令和6年12月上旬から学内の売店や自動販売機等で販売を開始した。その他、令和6年度の３
病院の薬価交渉については、３病院全体で447百万円（大森病院192百万円、大橋病院86百万円、佐倉病院169
百万円）と価格の抑制に努め、医療材料（償還材料）の価格交渉も継続して実施し、医療経費抑制に貢献した。

（9） 創立100周年記念事業の推進
　令和7年6月15日の創立100周年記念演奏会、記念式典・祝賀会（於：グランドプリンスホテル新高輪「国際館パ
ミール」）については、 令和6年7月に第6回の記念事業準備委員会を開催し、各開始時間や内容等を決定した。以降
は、実働組織である記念事業準備小委員会が中心となり、定期的な打ち合わせを行いながら具体的な準備を進めてい
る。当日は日本で最も長い歴史をもつオーケストラとなる「東京フィルハーモニー交響楽団」による記念演奏会からはじ
まり、記念式典、祝賀会と続く。式典では、映像との組み合わせによる新しいスタイルでの理事長式辞、祝賀会では、森山
良子氏によるミニコンサートを予定している。又、本法人各施設の紹介と未来へのメッセージを織り込んだ記念ムービー
の上映も予定している。
  その他の同事業では、100年史の編纂を進めており、令和7年6月に完成する予定となっている。又、創立60周年記
念学術振興基金を発展的に継承した全学の教職員、学生・生徒を対象とする「創立100周年記念学術振興基金」の
設立が、同基金規程も含めて令和7年3月の理事会で承認され、令和7年度より運営を開始している。
  創立100周年記念寄付金の応募状況は、東邦大学青藍会からのご寄付等もあり、令和6年度末で1,167件、17億
2,330万円となっており、引き続き目標額達成に向け、各ステークホルダーに対して積極的な募金活動を行っていく。
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Ⅲ 財務の概要

大学院講堂（医学部本館）
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1. 決算の概要
　学校法人の決算状況を表す書類（決算書）は、(ⅰ)法人の当年度収支の状況を示す「事業活動収支計算書」、(ⅱ)資
金の収支状況を示す「資金収支計算書」、(ⅲ)「資金収支計算書」に付随し、資金収支の状況をさらに学校法人の活動
別に分けて示す「活動区分資金収支計算書」、(ⅳ)年度末現在における学校法人の資産・負債・純資産の状況を示す

「貸借対照表」の４つに大別される。以下、これらの決算書に沿って令和６年度決算の概要について説明する。

Ⅲ 財務の概要

（１） 収支計算書の状況
本法人の収支状況について、「事業活動収支計算書」と「活動区分資金収支計算書」を中心に当初予算と対比しなが

ら説明する。
①事業活動収支計算書
「事業活動収支計算書」は、学校法人の活動を「経常的活動（教育活動、教育活動外）」と「それ以外の活動」に分け、

それぞれに対応する収入と支出、収支状況（収支差額）を表示する。さらにそれぞれの収支差額を合計して、一般企業の
当期利益に当たる「基本金組入前当年度収支差額」や、基本金組入額控除後の「当年度収支差額」を表示する。「事業
活動収支計算書」は一般企業の損益計算書に相当し、学校法人の当年度の収支状況（損益状況）を表すものである。

本法人の令和６年度における教育活動の収支状況を示す教育活動収支は、収入が当初予算を△392百万円下回る
96,728百万円、支出が当初予算を△498百万円下回る96,854百万円となり、教育活動収支差額は当初予算を105
百万円上回る△126百万円となった（以下予算数値はいずれも当初予算）。収入面では、法人全体の収入の約7割強を
占める医療収入が新型コロナウイルス感染症の影響等から予算を△1,933百万円下回る一方で、経常費等補助金が当
初予算に織り込まなかった働き方改革に関連する交付金や文科省による高度医療人材養成事業補助金の獲得等によ
り予算を727百万円上回ったほか、寄付金が本学創立100周年記念寄付として多くのご厚志を賜り予算を574百万円
上回った。一方支出面では、支出全体の約半分を占める人件費は当初予算に織り込まなかった医療従事者等への処遇
改善手当の支給により予算を上回った。又、教育研究経費(医療経費を除く)および管理経費は、主に高止まりしている
光熱費について、国による電気・ガス代の負担軽減策を当初予算では織り込まなかったものの同軽減策の実施により低
減したこと等により、予算を各々△502百万円、△456百万円下回る結果となった。医療経費はとくに手術件数の増加
や物価高騰の影響等に伴い診療材料費支出が増嵩したこと等により予算を398百万円上回った。

教育活動以外の収支状況を示す教育活動外収支差額は、市中金利の上昇に伴い受取利息・配当金が予算を21
百万円上回ったことから7百万円となった。この結果、教育活動・教育活動外収支差額を合計し法人の経常的な活動
の収支状況を示す経常収支差額は、△118百万円と予算を127百万円上回った。

経常的な活動以外の収支状況を示す特別収支差額は、現物を含めたご寄付や施設・設備に関する補助金等の特別
収入が予算を84百万円上回る956百万円となった一方で、資産処分差額等の特別支出が予算を△53百万円下回る
158百万円となったことにより、予算を132百万円上回る793百万円となった。

以上より、各収支差額を合計した基本金組入前当年度収支差額は予算を460百万円上回る675百万円となった。又、
当年度の基本金組入額は4,689百万円となったため、これを控除した当年度収支差額は△4,014百万円となり、予算を
1,161百万円上回った。
②活動区分資金収支計算書
「活動区分資金収支計算書」は、学校法人の活動を「教育活動」「施設整備等活動」「その他の活動」に区分し、それぞ

れの活動に伴って発生する資金（キャッシュフロー）や資金の収支状況を記載したものである。
本法人の令和6年度の資金収支状況をみると、

「教育活動」においては、教育や医療活動等により96,417百万円の収入が生み出され、その活動のため91,301百万
円が費消された。教育活動による資金収支を示す ｢教育活動資金収支差額」は、収入から支出を控除後に調整勘定等
を加え、5,249百万円の収入超過となった。

つぎに「施設整備等活動」においては、寄付金や補助金収入により842百万円の収入があった一方、教学・医療環境
向上のため4,828百万円が設備投資に投下された。収入から支出を差引後に調整勘定等を加えた ｢施設整備等活動
資金収支差額｣ は、△4,289百万円の支出超過となった。この支出超過分に対しては、上記教育活動収支差額の収入
超過分が充当された。この結果、両者を合計した資金収支差額は、959百万円の収入超過となった。
「その他の活動」においては、指定金銭信託等の売却、運用利息等により7,478百万円の収入が生み出された。反

対に借入金の返済や債券の再運用、借入金利息の支払等で9,017百万円が支出され、この差引に調整勘定等を加えた
「その他の活動資金収支差額」は、△1,462百万円の支出超過となった。以上を合計し、最終的な支払資金の増減額
は△503百万円の減額となった。この結果、前年度繰越支払資金26,367百万円に支払資金減少額△503百万円を加
えた翌年度繰越支払資金は25,863百万円となり、後述する貸借対照表の現預金残高と一致する。
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事業活動収入(97,746 百万円)の構成比 事業活動収入に対する
 事業活動支出（97,071百万円）の構成比

①事業活動収支計算書 （単位：百万円）

52
59

△ 574
△ 727
△ 24
1,933

△ 326
392

△ 71
502

△ 398
456

8
498

△ 105
△ 21

ー  
△ 21

ー  
ー  
ー  

△ 21
△ 127

ー  
△ 84
△ 84

53
△ 4
48

△ 132
200

△ 460
△ 701
△ 1,161

286
746

差 異（A-B）
12,916 

440 
1,810 
4,847 

754 
74,126 
1,832 
96,728 
42,505 
20,114 
29,904 

4,321 
9 

96,854 
△ 126

61 
ー  
61 
53 
ー   
53 
7

△ 118
ー  

956 
956 
158 

4 
162 
793

ー  
675

△ 4,689
△ 4,014

97,746 
97,071 

B.決 算
12,969 

499 
1,236 
4,119 

729 
76,060 

1,506 
97,121 
42,434 
20,616 
29,505 
4,778 

18 
97,353 
△ 232

39 
ー  
39
53 
ー  
53 

△ 13
△ 245

ー  
871 
871 
211 

ー  
211 
660
200
214

△ 5,390
△ 5,175

98,032 
97,817 

A.当初予算区 分
学生生徒等納付金 
手数料 
寄付金 
経常費等補助金 
付随事業収入 
医療収入 
雑収入 
教育活動収入計 
人件費 
教育研究経費(医療経費除く) 
医療経費　　　　　　　　　　　　　　 
管理経費 
徴収不能額等 
教育活動支出計 
教育活動収支差額（ア）
受取利息・配当金 
その他の教育活動外収入 
教育活動外収入計 
借入金等利息 
その他の教育活動外支出 
教育活動外支出計 
教育活動外収支差額（イ）
経常収支差額（ア+イ）
資産売却差額 
その他の特別収入 
特別収入計 
資産処分差額 
その他の特別支出 
特別支出計 
特別収支差額（ウ）

［予備費］（エ） 
基本金組入前当年度収支差額（ア+イ+ウ-エ） 
基本金組入額合計 
当年度収支差額 

事業活動収入計 
事業活動支出計

勘定科目

※百万円未満切捨て。差異表示の式は学校会計基準による。

（参考） 

教
育
活
動
収
支

教
育
活
動
外
収
支

特
別
収
支

収
入

支
出

収  

入

収  

入

支
出

支
出

医療収入
75.8%

雑収入
1.9%

受取利息・配当金収入
0.1%

その他の
特別収入

1.0%

学生生徒等納付金
13.2%

手数料
0.4%

教育活動
寄付金
1.8%

経常費等
補助金
5.0%

人件費
43.5%

教育研究経費
20.6%

医療経費
30.6%

管理経費
4.4%

資産処分差額
0.2%

基本金組入前
当年度収支差額

0.7%

付随事業収入
0.8%
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Ⅲ 財務の概要

②活動区分資金収支計算書 （単位：百万円）

12,916
440

1,127
667

4,847
754

74,126
1,537
96,417
42,432
15,268
29,931
3,669
91,301

5,115
133

5,249
386
456
842

2,810
2,018
4,828

△ 3,986
△ 303

△ 4,289
959

1,300
5,000

27
977

7,412
61
5

7,478
1,215

100
255

1,300
5,000

13
998

5
70

8,959
53
4

9,017
△ 1,538

75
△ 1,462
△ 503
26,367
25,863

金 額区 分
学生生徒等納付金収入   
手数料収入   
特別寄付金収入   
一般寄付金収入   
経常費等補助金収入   
付随事業収入   
医療収入   
雑収入   
教育活動資金収入計   
人件費支出   
教育研究経費支出   
医療経費支出   
管理経費支出   
教育活動資金支出計

退職給与引当特定資産売却収入   
指定金銭信託売却収入   
貸付金回収収入   
預り金受入収入   
小計   
受取利息・配当金収入   
過年度修正収入   
その他の活動資金収入計   
借入金等返済支出   
有価証券購入支出   
第３号基本金引当特定資産繰入支出   
退職給与引当特定資産繰入支出   
指定金銭信託購入支出   
貸付金支払支出   
預り金支払支出   
仮払金支払支出   
立替金支払支出   
小計   
借入金等利息支出   
過年度修正支出   
その他の活動資金支出計   

施設設備寄付金収入   
施設設備補助金収入   
施設整備等活動資金収入計   
施設関係支出   
設備関係支出   
施設整備等活動資金支出計   

差引    
調整勘定等    
教育活動資金収支差額    

差引    
調整勘定等    
施設整備等活動資金収支差額

差引     
調整勘定等    
その他の活動資金収支差額

勘定科目

※百万円未満切捨て。

教
育
活
動
に
よ
る
資
金
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支

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
資
金
収
支

施
設
整
備
等
活
動
に
よ
る

資
金
収
支

収
入

収
入

支
出

収
入

支
出

支
出

小計（教育活動資金収支差額＋施設整備等活動資金収支差額）

支払資金の増減額（小計＋その他の活動資金収支差額）
前年度繰越支払資金
翌年度繰越支払資金
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（２）貸借対照表の状況
貸借対照表は、会計年度末における学校法人の資産や負債の内容、純資産の状況を表す。
令和6年度末現在の本法人の総資産は142,851百万円で、前年比△241百万円減少した。固定資産は、土地・建

物等の有形固定資産が△721百万円減少、有価証券や指定金銭信託等のその他の固定資産も△600百万円減少し
た一方、特定資産のうち新たに奨学基金を設立したことに伴い第3号基本金特定資産が255百万円増加したことにより、
結果△1,066百万円の減少となった。また流動資産は、現預金が△503百万円減少した一方、有価証券は令和7年度
満期償還になる債券600百万円を固定資産より流動資産に振替えたこと、また未収入金が664百万円増加したことによ
り825百万円増加した。

負債は45,154百万円で、前年比△916百万円減少した。主に医療経費等短期未払金が471百万円増加した一方、
ファイナンスリース等による長期未払金が△184百万円減少、借入金は着実な返済により△1,215百万円減少したこと
によるものである。

総資産から負債を差し引いた純資産は前年比675百万円増の97,697百万円となった。

50,000

100,000

△50,000

0

150,000

△100,000

（百万円）

a= 資産の部合計
b= 負債の部合計
c= a-b= 純資産

b

c

基本金  194,985基本金  194,985

a

繰越収支差額（支出超過）
△97,288

固定負債　29,715

流動負債　15,438

純資産　97,697

有形固定資産　94,066

流動資産　39,955
その他の固定資産  2,052

特定資産  3,799

その他の固定資産  4,774その他の固定資産  2,052その他の固定資産  4,774その他の固定資産  2,052その他の固定資産  4,774その他の固定資産  4,774その他の固定資産  4,774その他の固定資産  4,774その他の固定資産  4,774その他の固定資産  4,774その他の固定資産  4,774その他の固定資産  4,774その他の固定資産  4,774その他の固定資産  4,774その他の固定資産  4,774その他の固定資産  4,774その他の固定資産  4,774

特定資産  4,055特定資産  3,799特定資産  4,055特定資産  3,799特定資産  4,055特定資産  4,055特定資産  4,055特定資産  4,055特定資産  4,055特定資産  4,055特定資産  4,055特定資産  4,055特定資産  4,055

貸借対照表構成図

（単位：百万円）

※百万円未満切捨て。

貸借対照表　内訳

固定資産  
　　うち有形固定資産
　　　　特定資産   
　　　　その他の固定資産

流動資産  
　　うち現金預金  
　　　　未収入金  
　　　　その他の流動資産 

  
  

資産の部合計  

102,896
94,066
4,055
4,774

39,955
25,863
13,079
1,012

142,851

科 目
固定負債  
　　うち長期借入金 　
　　　　退職給与引当金 　
　　　　その他の固定負債

流動負債  
　　うち短期借入金
　　　　未払金  
　　　　前受金  
    その他の流動負債 

負債の部合計
基本金  
繰越収支差額  
純資産の部合計
負債および純資産の部合計

29,715
5,666

23,805
243

15,438
705

11,267
2,470

994

45,154
194,985

△ 97,288
97,697
142,851

科 目
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Ⅲ 財務の概要

２．事業活動収支決算の推移

（１）事業活動収入の推移
直近５年間の事業活動収入の推移を示した。
本法人最大の収入となる医療収入の事業活動収入全体に占める割合は、令和6年度も新型コロナウイルス感染

症の影響を受けたものの各病院とも入院収入を中心に前年度実績を上回ったことで75.8％と前年度比増加した。
また教育活動寄付金も本学創立100周年記念寄付金を含め学生・生徒のご父母や同窓生、ならびに企業や後援会
等から多くのご厚志をいただき同年度1.9%と前年度比0.9ポイント増加した。学生生徒等納付金は東邦・駒場両
中高等が増収となる等13～14%台で推移している。

※百万円未満切捨て。         
※教育活動収入の「その他」の内訳は、「手数料収入」、「付随事業収入」、「雑収入」を計上。
　又、特別収入の「その他」の内訳は、「資産売却差額」、「現物寄付」、「過年度修正額」を計上。 
※「構成比」は、事業活動収入合計に対する各収入科目の割合。

（単位：百万円）
科 目

0
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100,000

■学生生徒等納付金
■寄付金
■経常費等補助金
■医療収入
■その他
教育活動収入合計
■受取利息・配当金
教育活動外収入合計
■施設設備寄付金
■施設設備補助金
■その他
特別収入合計
事業活動収入合計

（百万円）

教
育
活
動

特
別

教
育
活
動
外

構成比 構成比
12,688
1,111
7,095
63,028
2,954
86,878

31
31
419
534
238
1,192
88,102

14.4%
1.3%
8.1%
71.5%
3.3%
98.6%

ー
ー

0.5%
0.6%
0.3%
1.4%

100.0%

12,807
973
7,442
68,418
2,873
92,516

34
34
318
538
115
972

93,522

13.7%
1.0%
8.0%
73.2%
3.1%
99.0%

ー
ー

0.3%
0.6%
0.1%
1.0%

100.0%

令和2年度 令和3年度 構成比
12,764
921
9,125
68,636
3,291
94,739

36
36
225
259
164
650

95,426

13.4%
1.0%
9.6%
71.9%
3.5%
99.4%

ー
ー

0.2%
0.3%
0.1%
0.6%

100.0%

令和4年度 構成比
12,798
963
5,078
70,861
3,208
92,911

39
39
491
413
109
1,014
93,965

13.6%
1.0%
5.4%
75.4%
3.5%
98.9%

ー
ー

0.5%
0.4%
0.1%
1.1%

100.0%

令和5年度
12,916
1,810
4,847
74,126
3,027
96,728

61
61
386
456
114
956

97,746

13.2%
1.9%
5.0%
75.8%
3.1%
99.0%

ー
ー

0.3%
0.5%
0.1%
1.0%

100.0%

令和6年度 構成比

令和2年度 令和3年度

88,102
93,522

令和4年度 令和5年度

95,426 93,965

令和6年度

97,746
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（２）事業活動支出の推移

※百万円未満切捨て。     
※特別支出の「その他」の内訳は、「過年度修正支出」を計上。     
※「構成比」は、事業活動収入合計に対する各支出科目の割合。

直近５年間の事業活動支出の推移を示した。
最大支出項目である人件費の事業活動収入に対する比率は令和6年度43.5％で、前年度比増加したものの事業

活動収入が医療収入の大幅な増収により令和4年度以来2年ぶりに減少した。このほか学生・生徒の教育や医療
環境の充実に充てられる教育研究経費は、光熱費をはじめ物価高騰により各種経費が増嵩したことや、受託研究増
加に伴う委託費や病院における検査機器増設等に伴う賃借料が前年度比増加した。医療経費は、医療収入の増収
要因に加え高額薬品の使用増加や手術件数の増加、物価高騰の影響に伴い薬品費や診療材料費支出が増加した。

20,000

40,000

60,000

80,000

10,000

30,000

50,000

70,000

90,000

100,000
（百万円）

令和2年度 令和3年度

86,640
90,049

0

（単位：百万円）
科 目 構成比 構成比

41,198
17,787
23,191
4,161
21

86,361
92
92
182
4

186
86,640

46.8%
20.2%
26.3%
4.7%
ー

98.0%
0.1%
0.1%
0.2%
ー

0.2%
98.3%

41,313
18,228
25,679
4,550
10

89,781
80
80
170
16
187

90,049

44.2%
19.5%
27.4%
4.9%
ー

96.0%
0.1%
0.1%
0.2%
ー

0.2%
96.3%

令和2年度 令和3年度 構成比
41,708
19,035
26,629
4,950
17

92,341
69
69
163
3

166
92,578

43.7%
19.9%
27.9%
5.2%
ー

96.7%
0.1%
0.1%
0.2%
ー

0.2%
97.0%

令和4年度 構成比
41,904
19,210
27,950
4,137
20

93,222
60
60
154
1

156
93,439

44.6%
20.4%
29.7%
4.4%
ー

99.1%
0.1%
0.1%
0.2%
ー

0.2%
99.4%

42,505
20,114
29,904
4,321

9
96,854

53
53
158
4

162
97,071

43.5%
20.6%
30.6%
4.4%
ー

99.1%
ー
ー

0.2%
ー

0.2%
99.3%

令和5年度 令和6年度 構成比

■人件費
■教育研究経費
■医療経費
■管理経費
■徴収不能額等
教育活動支出合計
■借入金等利息
教育活動外支出合計
■資産処分差額
■その他
特別支出合計
事業活動支出合計

教
育
活
動

特
別

教
育
活
動
外

令和4年度

92,578 93,439

令和5年度

97,071

令和6年度
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Ⅲ 財務の概要

■事業活動収入【Ａ】
■事業活動支出【Ｂ】
■基本金組入前当年度収支差額【Ａ-Ｂ】

（百万円） （百万円）

96,000

80,000

82,000

84,000

86,000

88,000

90,000

92,000

94,000

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

98,000

100,000

88,102
86,640
1,461

93,522
90,049
3,473

令和2年度 令和3年度

95,426
92,578
2,848

令和4年度

93,965
93,439
525

令和5年度

97,746
97,071
675

令和6年度

■施設費
■設備費
施設費・設備費  合計
■減価償却額

（百万円）

0

6,000

4,000

2,000

令和2年度

1,356
2,021
3,378
5,002

令和3年度

1,635
1,574
3,210
5,182

令和4年度

3,265
2,005
5,271
5,238

令和5年度

2,276
1,829
4,105
5,221

令和6年度

2,810
2,018
4,828
5,484

（３）基本金組入前当年度収支差額の推移

（４）設備投資の推移

直近５年間の基本金組入前当年度収支差額の推移を示した。
令和6年度は、医療収入は前年度比大幅に増加、本学創立100周年寄付金による寄付金の増加等もあり事業活動

収入が大幅増収となった。一方、大幅な円安等による物価高騰に直面するなか、法人全体で経費節減に徹底して取り
組んだこともあり、事業活動収入の増収幅が同支出の増加分を上回り基本金組入前当年度収支差額は前年度比1.5
億円増加の6.7億円の黒字を計上、経営環境が厳しいなか29期連続して黒字を確保した。

令和6年度は、主に大森再整備事業
に係る大森病院2号館改修工事や仮
設棟の建設等、施設費・設備費合計で
前年度比723百万円増の4,828百万
円の投資を行った。令和7年度以降も
教育・医療環境の充実や大森地区再
開発事業の最大事業である新外来棟
の着工が予定されていることから、施
設・設備費が増加する予定である。

※百万円未満切捨て。
※左目盛り「事業活動収入」・「事業活動支出」、右目盛り「基本金組入前当年度収支差額」。

※百万円未満切捨て。   
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（５）貸借対照表の推移
直近５年間の貸借対照表の推移を示した。
本法人の総資産は令和6年度末で142,851百万円となり、令和2年度末から2,657百万円増加した。一方総負債

は令和6年度末で45,154百万円と、令和2年度末比△4,865百万円減少している。この結果、総資産から総負債を差
し引いた純資産は、令和6年度末で97,697百万円となり、令和2年度末から7,523百万円増加している。

内容をみると、
資産の部では、令和6年度末の土地や建物等の有形固定資産は94,066百万円と、減価償却が進み令和2年度末

比△3,995百万円減少した。手許現預金は、令和元年度末以降200億円台を維持しており、令和6年度末は25,863
百万円と令和2年度末比で3,530百万円増加した。

負債の部では、長・短借入金残高は直近ピークであった平成29年度末の15,926百万円以降着実に減少しており、
令和6年度末の借入金残高は6,372百万円と令和2年度末に比べ△5,066百万円減少となった。また現預金残高は
借入金残高を大きく上回っており、実質無借金状態を維持している。なお、令和7年度も借入金残高は漸減する計画で
ある。

基本金の部は、大森再開発関連工事や校舎・病院の改修、借入金返済を進めたこと等を反映し、令和6年度末の基
本金残高は194,985百万円と、令和2年度末比16,954百万円増加した。

又、法人全体の体力を示す純資産は、令和6年度末で97,697百万円となり、令和2年度末比7,523百万円増加した。

固定資産
　うち有形固定資産
　　　特定資産
　　　その他の固定資産
流動資産
　うち現金預金
　　　未収入金
　　　有価証券
資産の部合計
（現預金＋長・短有価証券+金銭信託合計）

固定負債
　うち長期借入金
　　　退職給与引当金
　　　長期未払金
流動負債
　うち短期借入金
　　　未払金
　　　前受金
負債の部合計
再掲（長・短借入金合計）
基本金
繰越収支差額
純資産の部合計
負債および純資産の部合計

令和2年度末比

（単位：百万円）

科目

※百万円未満切捨て。

△ 2,769
△ 3,995

256
970

5,427
3,530
1,179

600
2,657
5,030

△ 3,762
△ 4,339

1,200
△ 742

△ 1,104
△ 728
1,742

△ 2,034
△ 4,865
△ 5,066
16,954

△ 9,431
7,523
2,657

令和2年度末 令和3年度末 令和4年度末 令和5年度末 令和6年度末

105,665
98,061
3,799
3,804

34,528
22,333
11,900

ー
140,194

（25,153）
33,477
10,005
22,605

866
16,542
1,433
9,525
4,504

50,019
（11,438）
178,031

△ 87,857
90,174

140,194

104,220
96,197
3,799
4,224

36,423
24,505
11,611

ー
140,644
（27,925）

32,418
8,683

23,052
682

14,578
1,322
9,730
2,496

46,996
（10,005）
180,827

△ 87,179
93,647

140,644

104,637
96,249
3,799
4,588

39,548
25,050
14,147

ー
144,186

（28,870）
31,867
7,587

23,274
491

15,822
1,095

11,346
2,249

47,689
（8,683）
184,334

△ 87,837
96,496

144,186

103,962
94,788
3,799
5,374

39,130
26,367
12,415

ー
143,092

（30,686）
30,823
6,372

23,732
309

15,246
1,215

10,796
2,217

46,070
（7,587）
190,296

△ 93,274
97,022

143,092

102,896
94,066
4,055
4,774

39,955
25,863
13,079

600
142,851

（30,183）
29,715
5,666

23,805
124

15,438
705

11,267
2,470

45,154
（6,372）
194,985

△ 97,288
97,697

142,851
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比率名 算出方法

① 人件費比率

② 事業活動収支
差額比率

基本金組入前当年度収支差額
事業活動収入

③ 経常収支
差額比率

経常収支差額
経常収入

④ 純資産
構成比率

純資産
負債+純資産

⑤ 流動比率 流動資産
流動負債

⑥ 負債比率 総負債
純資産

Ⅲ 財務の概要

３．主要財務指標

【主要財務指標について】

※「人件費比率」の（）内の数値は、旧会計基準で算出した数値。       
※左目盛り「②事業活動収支差額比率」、「③経常収支差額比率」。      
　右目盛り「①人件費比率」、「④純資産構成比率」、「⑤流動比率」、「⑥負債比率」。

令和2年度

47.4 （46.8）
1.7 
0.5
64.3 
208.7 
55.5 

令和3年度

44.6 （44.2）
3.7 
2.9
66.6 
249.9 
50.2 

令和4年度

44.0 （43.7）
3.0 
2.5
66.9 
249.9 
49.4 

令和5年度

45.1 （44.6）
0.6

△ 0.4
67.8 
256.6
47.5

令和6年度

43.9 （43.5）
0.7 

△ 0.1
68.4 
258.8 
46.2 

■①人件費比率（右目盛）
■②事業活動収支差額比率
■③経常収支差額比率
■④純資産構成比率（右目盛）
■⑤流動比率（右目盛）
■⑥負債比率（右目盛）

（％）

0

50

100

150

200

300

250

（％）

0.0

1.0

△2.0

△1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

人件費
経常収入

人件費の経常収入に対する割合を示す比率で、低いことが望ましい
とされている。

経常的な収支バランスを表す比率。臨時的な収支を考慮しない、通常
の事業活動による収支バランスを示す比率で、経営の健全性を表す代
表的な指標であり、比率が高いほど経営に余裕があると考えられる。

流動負債（1年以内に返済すべき負債）を流動資産（1年以内に換金可
能な資産）がどの程度カバーしているかを示す比率である。この比率
が高いほど短期的な資金繰りに余裕があることを示す。 

基本金組入前当年度収支差額の事業活動収入に対する割合で、高い
ほど収益力があり、結果として自己資金が充実され経営の健全性が
向上するとみることができる。

純資産の、負債と純資産の合計（＝総資産）に占める構成割合であ
る。学校法人の資金の調達源泉を分析する上で、最も重要な指標で
あり、高いほど良いとされている。 

返済義務のある他人資金がどれだけ返済義務のない純資産でカバー
されているかを示し、低いほど財務の安定性が高いといえる。

旧基準： 人件費
事業活動収入

本法人の財務の状況を分析するための主要な財務指標を示した。
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４．財産目録

Ⅰ.資産総額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　142,851百万円

　　　内　基本財産　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 94,066百万円

　　　　　運用財産　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 48,784百万円

Ⅱ.負債総額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   45,154百万円

Ⅲ.純資産　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 97,697百万円

区　分 金　額

令和7年３月３１日現在

（単位：百万円）

資産額

1．基本財産                                               

　　　　土地 319,861.02m2 22,901

　　　　建物 343,845.90m2  53,838

　　　　図書  586,416冊 5,647

　　　　教具・校具・備品 50,824点 8,429

　　　　その他  3,250

2．運用財産                                             

　　　　現金預金  25,863

　　　　未収入金   13,079

　　　　退職給与引当特定資産   3,000

　　　　有価証券  2,019

　　　　その他  4,821

資産総額  142,851

 　　　　

負債額

1．固定負債                                                 

　　　　長期借入金  5,666

　　　　退職給与引当金  23,805

　　　　その他  243

2．流動負債                                             

　　　　短期借入金  705

　　　　未払金  11,267

　　　　前受金  2,470

　　　　その他  994

負債総額  45,154

純資産（資産総額－負債総額）  97,697

※百万円未満切捨て。
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Ⅲ 財務の概要

5．財務の概要　補足説明

計算書類 内容

Ⅰ .資金収支計算書 当該年度の収入および支出に対応するすべての資金の動きを表示し、支払資金
の顛末を表す。

Ⅱ .事業活動収支計算書
企業会計における損益計算書に相当し、学校法人の活動を「経常的活動（教育活
動収支、教育活動外収支）」と「それ以外の活動（特別収支）」に分け、それぞれに
対応する収入と支出ならびに収支差額を表す。

Ⅲ .貸借対照表 年度末時点の資産・負債・純資産の状況を表す。

学校法人 企業

組織の目的 教育研究活動による人材の育成、研究
成果の社会への還元等

企業活動による適切な利潤の獲得、出
資者への還元等

会計処理 学校法人会計 企業会計原則

計算書類

・資金収支計算書
・活動区分資金収支計算書
・事業活動収支計算書
・貸借対照表　　等

・損益計算書
・貸借対照表
・キャッシュフロー計算書　　等

【計算書類の内容説明】

（１）学校法人会計とは
学校法人の会計処理は昭和46年4月1日に制定された「学校法人会計基準」に準拠して行われます。（平成27年4

月改正）
学校法人会計基準は、複式簿記の原則や一般に公正妥当と認められる企業会計の原則を踏襲しておりますが、作成

する計算書類には学校法人会計独特のものも含まれます。学校法人会計の特色および勘定科目等について以下に補足
説明いたします。

（2）学校法人会計と企業会計との違い
企業は、さまざまな分野でモノを生産したり、商品・サービスを提供すること等により利益を獲得し、それを新製

品の開発に投資したり、サービスの一層の充実に向けること等を通じて社会的な活動を行っています。又、株式会社
であれば配当等のかたちで出資者に一定の果実を還元することも重要な役割です。 

一方、学校法人は教育活動を通じて人材を育成するとともに、研究活動の成果を社会に還元すること等により社
会的な活動を行っています。又、活動の結果得られた資金を教育内容の一層の充実に向け、環境整備等に投下して
おります。 

学校法人会計は基本的には企業会計の原則を踏襲していますが、学校法人が教育や医療等のより公共性の高い
分野を担い、国や地方公共団体から一定の補助金を頂戴していることを反映し、企業会計とは異なる独自の会計処
理や財務諸表の開示が義務付けられています。 
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（3）学校法人会計の主な勘定科目・用語の説明 

資金収支計算書・事業活動収支計算書共通の科目 

【収入】 
①学生生徒等納付金(収入) …… 学生生徒からの授業料等による収入 
②手数料(収入) ………………… 受験料等による収入 
③寄付金(収入) ………………… 保護者の皆様や卒業生、企業から寄付いただいた金銭や資産 
④補助金収入(経常費等補助金) … 国または地方公共団体等からの助成金(施設設備補助金を除く) 
⑤付随事業・収益事業収入 …… 治験等付随的な事業により得られた収入 
⑥医療収入 ……………………… 入院、外来、雑医療収入等、医療行為によって得られた収入 
⑦受取利息・配当金収入 ……… 金融資産の運用によって得られた利息等 
⑧雑収入 ………………………… ①～⑦以外で得られた収入 

【支出】
①人件費(支出) ………………… 教職員等に支払う給与や退職金 
②教育研究経費(支出) ………… 教育研究活動に充てた経費 
③医療経費 ……………………… 薬品や診療材料等、医療行為に要した経費 
④管理経費(支出) ……………… 教育研究活動以外の学校法人の管理・運営に要した経費 
⑤借入金等利息(支出) ………… 金融機関へ支払う借入金利息等 

事業活動収支計算書の科目

【教育活動収入】 …………………学生生徒等納付金、手数料、付随事業収入、医療収入等教育活動を通して得られた収入
【教育活動支出】 …………………人件費、教育研究経費、管理経費、医療経費等教育活動にともない発生した支出 
【教育活動収支差額】 ……………【教育活動収入】－【教育活動支出】 
【教育活動外収入】 ………………受取利息・配当金等、教育活動外で得た収入 
【教育活動外支出】 ………………借入金利息等、教育活動外で発生した支出
【教育活動外収支差額】 …………【教育活動外収入】－【教育活動外支出】
【経常収支差額】 …………………【教育活動収支差額】＋【教育活動外収支差額】
【特別収入】 ………………………施設設備補助金や不動産売却益等、臨時的な収入
【特別支出】 ………………………固定資産除却損等、臨時的な支出
【特別収支差額】 …………………【特別収入】－【特別支出】
【基本金組入前当年度収支差額】 …【経常収支差額】＋【特別収支差額】

毎年度の事業活動の収支バランスを表す

貸借対照表の科目

【資産】
①固定資産 ………………………土地や建物等、長期(1年以上)に保有・利用する資産
②流動資産 ………………………現預金や未収入金等、貸借対照表の基準日から1年以内に現金化される資産

【負債】
①固定負債 ………………………返済期限が1年以上後となる負債(長期借入金等)、退職給与引当金等
②流動負債 ………………………１年以内に返済すべき負債(短期借入金等)

【基本金】 …………………………学校法人が、その諸活動の計画に基づき必要な資産を継続的に保持するために維持
すべきものとして、その事業活動収入のうちから組み入れた金額

①第１号基本金 …………………施設・設備等の固定資産の取得額
②第2号基本金 …………………新たな学校の設置または既設の学校の規模の拡大もしくは教育の充実向上のために

将来取得する固定資産の取得に充てる資産の額
③第3号基本金 …………………奨学金等の基金として継続的に保持し運用する資産の額
④第4号基本金 …………………学校法人を運営していくために恒常的に保持すべき資金
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八王子
中野

高田馬場
池袋

赤羽

南浦和北朝霞／朝霞台
武蔵野線

京浜東北線 常磐線

京葉線

新京成電鉄

京成本線

山手線

中央・総武線

副都心線

京浜東北線

りんかい線
東急
田園
都市
線

東急
東横
線

東急大井町線

東京メトロ東西線

東急多摩川線

京浜急行線

東急池上線

総武線
快速

総武線
快速

中央線快速
中央線快速
中央線快速

東武東上線

新宿

千葉

東京東京

品川

羽田空港

二子玉川

横浜

南流山
新松戸

京成上野
上野

御茶ノ水 秋葉原

松戸

成田空港

西船橋西船橋西船橋

京成船橋
浜松町

自由が丘

田園調布

多摩川

大岡山大岡山

渋谷
医療センター
大橋病院

医療センター
大森病院

羽田空港クリニック
羽田空港第3ターミナルクリニック

目黒
五反田

大崎

大井町

大森

旗の台
大森町

天空橋京急蒲田

新木場
天王洲アイル

京成津田沼

船橋船橋
津田沼

京成
大久保

ユーカリ
が丘

蒲田
梅屋敷

埼
京
線

東
京
モ
ノ
レ
ー
ル

つ
く
ば

エ
ク
ス
プ
レ
ス

武
蔵
野
線

東
武
野
田
線

大 森
キャンパス

習志野
キャンパス 医療センター

佐倉病院

駒場・大橋地区大森地区

習志野・八千代・稲毛・佐倉地区

国道15号線（第1京浜）

梅
屋
敷
商
店
街

京浜急行線京浜急行線

JR京浜東北線

至 横浜至 横浜

至 品川至 品川

環
状
八
号
線

環
状
七
号
線

看護学部

法人本部

医学部

医療センター
大森病院

蒲田 大森
至 川崎至 川崎 至 東京

保育園

京急蒲田 梅屋敷
大森町 平和島

井の頭線

田園都市線

淡島通り

玉川通り

● 警視庁第三機動隊警視庁第三機動隊
● 警視庁第三方面本部警視庁第三方面本部

　国道246号線　国道246号線
目黒川

至 淡島

至 三軒茶屋 至 渋谷

至 新宿

至 渋谷

駒場東邦中・
高等学校

医療センター
大橋病院

池尻大橋

環
状
六
号
線

駒場東大前

津田沼
京成大久

保

実籾

八千代台

京成津田沼

勝田台 ユーカリが丘

千葉
京成千葉

至 船橋

至 西船橋

至 成田

千葉県済生会
習志野病院

医療センター
佐倉病院

成田街
道

国道14号線（京葉道路）
東関東自動車道

東関東自動車道

新検見川
京成稲毛

稲毛

八千代中央八千代緑が丘

桑納川

四街道

京成電鉄

桑橋運動場
八千代運動場

● 京成バラ園京成バラ園

付属東邦中・
高等学校薬学部・理学部・健康科学部

● ●

●

日本大学日本大学

稲毛自動車教習所額田医学生物学研究所

四街道インター四街道インター

東葉高速
線

JR総武本線

法人本部／産学連携本部／学事統括部／大学院医学研究科／
医学部／大森学事部／メディアネットセンター
〒143-8540 大田区大森西5-21-16 TEL.03-3762-4151（大代）
大学院看護学研究科／看護学部
〒143-0015 大田区大森西4-16-20 TEL.03-3762-9881
医療センター大森病院
〒143-8541 大田区大森西6-11-1 TEL.03-3762-4151（大代）
保育園
〒143-0015 大田区大森西5-3-15 TEL.03-3762-4151（大代）
羽田空港クリニック
〒144-0041 大田区羽田空港3-4-2 TEL.03-6428-8121
羽田空港第3ターミナルクリニック
〒144-0041 大田区羽田空港2-6-5 TEL.03-5708-8011

医療センター大橋病院
〒153-8515 目黒区大橋2-22-36 TEL.03-3468-1251（代）
医療センター佐倉病院
〒285-8741 佐倉市下志津564-1 TEL.043-462-8811（代）
大学院薬学研究科／大学院理学研究科／薬学部／理学部／健康科学部／
習志野学事部
〒274-8510 船橋市三山2-2-1 TEL.047-472-9199（代）
付属東邦中・高等学校
〒275-8511 習志野市泉町2-1-37 TEL.047-472-8191～2
駒場東邦中・高等学校
〒154-0001 世田谷区池尻4-5-1 TEL.03-3466-8221
軽井沢山荘
〒389-0111 長野県北佐久郡軽井沢町大字長倉2148-120
額田医学生物学研究所
〒263-0035 千葉市稲毛区稲毛町５-18 TEL.043-243-9430

学校法人東邦大学所在地一覧
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〒143-8540  東京都大田区大森西5-21-16
03-3762-4151  内線 2172

学校法人東邦大学  法人本部経営企画部
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